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地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の 

整備に関する条例案の概要 

 

第１  改正の理由 

地方公務員法等の一部改正に伴い、本市職員の定年等に関し、関係条例を整備

する必要がある。 

 

第２  改正の内容 

 １  定年延長にかかる措置 

   (1) 定年年齢の引上げに関する規定の整備 

     職員の定年年齢を段階的に引き上げ、65 歳とするための規定の整備を行う。 

年度 令和５年度 令和７年度 令和９年度 令和 11年度 令和 13年度 

定年年齢 61 歳  62 歳  63 歳  64 歳  65 歳  
 

   (2) 管理監督職勤務上限年齢制に関する規定の整備 

    ①  管理監督職勤務上限年齢（原則 60 歳）に達した管理監督職（係長級以

上）の職員については、翌年の４月１日までに非管理監督職（係員）に降

任する規定を設ける。  

②  公務上の必要がある場合には、引き続き管理監督職として勤務できる規

定を設ける。 

   (3) 定年前再任用短時間勤務制・暫定再任用制度に関する規定の整備 

    ①  60 歳に達した日以後最初の４月１日から定年退職の日までの間、退職

した職員を短時間の職に再任用できる規定を設ける。 

    ②  定年年齢の引上げに伴い、現行の再任用制度を廃止する。なお、定年年

齢を引き上げる間は、現行と同様に再任用できる制度を暫定的に措置する

ための規定を設ける。  

   (4) 情報提供・意思確認制度に関する規定の整備 

     職員に 60 歳以後の任用、給与等に関する情報を提供するとともに、 60 歳

以後の勤務の意思を確認するための規定を設ける。 

   (5) 60 歳を超える職員の給与に関する規定の整備 

    ①  60 歳に達した日後の最初の４月１日以後の職員の給料の月額を７割水

準とする規定を設ける。 

    ②  60 歳に達した日の属する年度の３月 31 日以後に退職した場合に、定年

引上げ前に定年退職する場合と比べ退職手当が下がらないようにする規定

を設ける。 
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 [定年延長後の職員の勤務形態等に関するイメージ] 

59 歳 60 歳 61 歳 62 歳 63 歳 64 歳 65 歳 

       

 

  ２  その他 

   (1) 介護時間の期間の延長に関する規定の整備 

     職員が働きやすい職場環境を整備するため、介護時間の取得期間を連続す

る５年（現行は３年）に延長するための規定の整備を行う。 

   (2) その他 

     地方公務員法の改正に伴う所要の規定の整備を行う。 

 

第３  施行期日 

  １  第２の１ (4)  公布の日 

  ２  上記以外    令和５年４月１日  

 

第４  改正する条例 

条文 条例名称 

第１条 福岡市職員の再任用に関する条例 

第２条 福岡市職員の勤務時間及びその他の勤務条件に関する条例 

第３条 福岡市職員の育児休業等に関する条例 

第４条 福岡市職員の定年等に関する条例 

第５条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される福岡市職員の処遇等に関する条例 

第６条 公益的法人等への福岡市職員の派遣等に関する条例 

第７条 福岡市職員の懲戒に関する条例 

第８条 福岡市職員厚生会条例 

第９条 福岡市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 

第 10 条 福岡市職員の給与に関する条例 

第 11 条 福岡市職員の特殊勤務手当に関する条例 

第 12 条 単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定める条例 

第 13 条 福岡市職員退職手当支給条例 

 

常勤職員 

退職 
定年前再任用短時間勤務 

常勤職員として継続勤務（給料月額等は７割） 

※管理監督職は管理監督職勤務上限年齢制あり 

※定年年齢の引き上げ期間中は暫定再任用制度あり 

情報提供･ 

意思確認 
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地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（第２条関係） 

【下線部が改正部分】 

現   行 改 正 案 

○福岡市職員の勤務時間及びその他の勤務条

件に関する条例（昭和26年福岡市条例第55

号）

（勤務時間） 

第３条 （略） 

２ （略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、法第28条の５

第１項に規定する短時間勤務の職を占める

職員(以下「短時間勤務職員」という。)の１

週間当たりの勤務時間にあつては、休憩時間

を除き、32時間を超えない範囲内において、

地方公務員の育児休業等に関する法律(平成

３年法律第110号)第10条第３項の規定によ

り同条第１項に規定する育児短時間勤務(以

下「育児短時間勤務」という。)の承認を受

けた職員(以下「育児短時間勤務職員」とい

う。)の１週間当たりの勤務時間にあつては、

当該承認を受けた育児短時間勤務の内容(以

下「育児短時間勤務の内容」という。)に従

い、任命権者が定めるものとする。 

４～８ （略） 

第３条の２～第11条の２ （略） 

（介護時間） 

第11条の３ 任命権者は、職員が被介護者の介

護をするため、被介護者の各々が当該介護を

必要とする一の継続する状態ごとに、連続す

る３年の期間(当該被介護者に係る介護休暇

の期間と重複する期間を除く。)内において

１日の勤務時間の一部につき勤務しないこ

とが相当であると認める場合には、介護時間

を与えることができる。 

２ （略） 

以下略 

○福岡市職員の勤務時間及びその他の勤務条

件に関する条例（昭和26年福岡市条例第55

号）

（勤務時間） 

第３条 （略） 

２ （略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、法第22条の４

第１項に規定する短時間勤務の職を占める

職員(以下「短時間勤務職員」という。)の１

週間当たりの勤務時間にあつては、休憩時間

を除き、32時間を超えない範囲内において、

地方公務員の育児休業等に関する法律(平成

３年法律第110号)第10条第３項の規定によ

り同条第１項に規定する育児短時間勤務(以

下「育児短時間勤務」という。)の承認を受

けた職員(以下「育児短時間勤務職員」とい

う。)の１週間当たりの勤務時間にあつては、

当該承認を受けた育児短時間勤務の内容(以

下「育児短時間勤務の内容」という。)に従

い、任命権者が定めるものとする。 

４～８ （略） 

第３条の２～第11条の２ （略） 

（介護時間） 

第11条の３ 任命権者は、職員が被介護者の介

護をするため、被介護者の各々が当該介護を

必要とする一の継続する状態ごとに、連続す

る５年の期間(当該被介護者に係る介護休暇

の期間と重複する期間を除く。)内において

１日の勤務時間の一部につき勤務しないこ

とが相当であると認める場合には、介護時間

を与えることができる。 

２ （略） 

以下略 

福岡市職員の勤務時間及びその他の勤務条件に関する条例（昭和26年福岡市条例第55号）
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地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（第３条関係） 

【下線部が改正部分】 

現   行 改 正 案 

○福岡市職員の育児休業等に関する条例（平成

４年福岡市条例第４号） 

 

（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) （略） 

(2) 福岡市職員の定年等に関する条例(昭和

58年福岡市条例第62号)第４条第１項又は

第２項の規定により引き続いて勤務して

いる職員(以下「勤務延長職員」という。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3)・(4) （略） 

第３条～第６条 （略） 

（育児短時間勤務をすることができない職

員） 

第７条 育児休業法第10条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)・(2) （略）  

 

 

 

 

第８条～第11条 （略） 

（部分休業をすることができない職員） 

第12条 育児休業法第19条第１項の条例で定

める職員は、勤務日の日数及び勤務日ごとの

勤務時間を考慮して任命権者が定める非常

勤職員以外の非常勤職員(地方公務員法(昭

和25年法律第261号)第28条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員(以下

「再任用短時間勤務職員等」という。)を除

く。)とする。 

○福岡市職員の育児休業等に関する条例（平成

４年福岡市条例第４号） 

 

（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) （略） 

(2) 福岡市職員の定年等に関する条例(昭和

58年福岡市条例第62号。以下「定年条例」

という。）第４条第１項の規定により引き

続き勤務することとされた職員及び同条

第２項の規定により期限が延長された職

員(以下「勤務延長職員」という。) 

(3) 定年条例第10条第１項又は第２項の規

定により同条第１項に規定する異動期間

（同項又は同条第２項の規定により延長

された期間を含む。第７条第３項において

同じ。）を延長された定年条例第６条に規

定する管理監督職を占める職員 

 (4)・(5) （略） 

第３条～第６条 （略） 

（育児短時間勤務をすることができない職

員） 

第７条 育児休業法第10条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)・(2) （略）  

(3) 定年条例第10条第１項又は第２項の規

定により同条第１項に規定する異動期間

を延長された定年条例第６条に規定する

管理監督職を占める職員 

第８条～第11条 （略） 

（部分休業をすることができない職員） 

第12条 育児休業法第19条第１項の条例で定

める職員は、勤務日の日数及び勤務日ごとの

勤務時間を考慮して任命権者が定める非常

勤職員以外の非常勤職員(地方公務員法(昭

和25年法律第261号)第22条の４第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員(以下

「短時間勤務職員」という。)を除く。)とす

る。 

福岡市職員の育児休業等に関する条例（平成４年福岡市条例第４号）
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現   行 改 正 案 

（部分休業の時間） 

第13条 部分休業(育児休業法第19条第１項に

規定する部分休業をいう。以下同じ。)の承

認は、勤務条件条例第４条第１項に規定する

正規の勤務時間(非常勤職員(再任用短時間

勤務職員等を除く。以下この条において同

じ。)にあっては、当該非常勤職員について

定められた勤務時間。以下「正規の勤務時間」

という。)の始め又は終わりにおいて、１日

を通じて２時間(勤務条件条例第６条の規定

による育児時間(以下「育児時間」という。)

又は勤務条件条例第11条の３第１項の規定

による介護時間(以下「介護時間」という。)

の承認を受けて勤務しない職員については、

２時間から当該育児時間又は当該介護時間

の承認を受けて勤務しない時間を減じた時

間)を超えない範囲内で、30分を単位として

行うものとする。 

２ （略） 

（部分休業の時間） 

第13条 部分休業(育児休業法第19条第１項に

規定する部分休業をいう。以下同じ。)の承

認は、勤務条件条例第４条第１項に規定する

正規の勤務時間(非常勤職員(短時間勤務職

員を除く。以下この条において同じ。)にあ

っては、当該非常勤職員について定められた

勤務時間。以下「正規の勤務時間」という。)

の始め又は終わりにおいて、１日を通じて２

時間(勤務条件条例第６条の規定による育児

時間(以下「育児時間」という。)又は勤務条

件条例第11条の３第１項の規定による介護

時間(以下「介護時間」という。)の承認を受

けて勤務しない職員については、２時間から

当該育児時間又は当該介護時間の承認を受

けて勤務しない時間を減じた時間)を超えな

い範囲内で、30分を単位として行うものとす

る。 

２ （略） 

 

 

 

福岡市職員の育児休業等に関する条例（平成４年福岡市条例第４号）
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地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（第４条関係） 

【下線部が改正部分】 

現   行 改 正 案 

○福岡市職員の定年等に関する条例（昭和 58

年福岡市条例第 62 号）

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法(昭和 25 年

法律第 261 号。以下「法」という。)第 28 条

の２第１項から第３項まで及び第 28 条の３

の規定に基づき、職員(福岡市職員で法第３

条第２項に規定する一般職に属する職員(臨

時的任用職員その他の法律により任期を定

めて任用される職員及び非常勤職員を除

く。)をいう。以下同じ。)の定年等に関し必

要な事項を定めるものとする。 

 （定年退職日） 

第２条 （略） 

（定年) 

第３条 職員の定年は、年齢 60 年とする。た

だし、保健所等に勤務する医師及び歯科医師

で福岡市職員の給与に関する条例(昭和 26年

福岡市条例第 18号)別表第２ ア 医療職給

料表(1)の適用を受ける職員の定年は、年齢

65 年とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、美術館の館長若

○福岡市職員の定年等に関する条例（昭和 58

年福岡市条例第 62 号）

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 定年制度（第２条―第５条） 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制（第６条

―第14条） 

第４章 定年前再任用短時間勤務制（第15条

・第16条）

第５章 雑則（第17条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年

法律第261号。以下「法」という。）第22条

の４第１項及び第２項、第22条の５第１項、

第28条の２、第28条の５、第28条の６第１項

から第３項まで並びに第28条の７の規定に

基づき、職員(福岡市職員で法第３条第２項

に規定する一般職に属する職員(臨時的任用

職員その他の法律により任期を定めて任用

される職員及び非常勤職員を除く。)をいう。

以下同じ。)の定年等に関し必要な事項を定

めるものとする。 

第２章 定年制度 

（定年退職日） 

第２条 （略） 

（定年) 

第３条 職員の定年は、年齢65年とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、その職務と責任

福岡市職員の定年等に関する条例（昭和 58年福岡市条例第 62 号）
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現   行 改 正 案 

しくは副館長のうち、美術に関する高度の知

識及び経験を有する職員又は博物館の館長

若しくは副館長のうち、歴史、民俗等に関す

る高度の知識及び経験を有する職員で、人事

委員会の承認を得て、教育委員会規則で定め

るものの定年は、年齢 65 年とする。 

 

 （定年による退職の特例） 

第４条 任命権者は、定年に達した職員が第２

条の規定により退職すべきこととなる場合

において、次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、その職員に係る定年退職日の

翌日から起算して１年を超えない範囲内で

期限を定め、その職員を当該職務に従事させ

るため引き続いて勤務させることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を

必要とするものであるため、その職員の退

職により公務の運営に著しい支障が生ず

るとき。 

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務

条件に特殊性があるため、その職員の退職

による欠員を容易に補充することができ

ないとき。 

 

(3) 当該職務を担当する者の交替がその業

務の遂行上重大な障害となる特別の事情

があるため、その職員の退職により公務の

運営に著しい支障が生ずるとき。 

２ 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定

に特殊性があること又は欠員の補充が困難

であることにより定年を年齢65年とするこ

とが著しく不適当と認められる職を占める

医師及び歯科医師その他の職員として任命

権者が定める職員の定年は、65年を超え70年

を超えない範囲内で任命権者が定める年齢

とする。 

（定年による退職の特例） 

第４条 任命権者は、定年に達した職員が第２

条の規定により退職すべきこととなる場合

において、次に掲げる事由があると認めると

きは、同条の規定にかかわらず、当該職員に

係る定年退職日の翌日から起算して１年を

超えない範囲内で期限を定め、当該職員を当

該定年退職日において従事している職務に

従事させるため、引き続き勤務させることが

できる。ただし、第10条の規定により異動期

間（同条第１項に規定する異動期間をいう。

以下この項及び次項において同じ。）（同条

第１項又は第２項の規定により延長された

期間を含む。）を延長した職員であって、定

年退職日において管理監督職（第６条に規定

する管理監督職をいう。以下この条において

同じ。）を占めている職員については、第10

条第１項又は第２項の規定により当該異動

期間を延長した場合に限るものとし、当該期

限は、当該職員が占めている管理監督職に係

る異動期間の末日の翌日から起算して３年

を超えることができない。 

(1) 当該職務を担当する者の交替が当該業

務の遂行上重大な障害となる特別の事情

があるため、当該職員の退職により公務の

運営に著しい支障が生じること。 

(2) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を

必要とするものであるため、当該職員の退

職により生ずる欠員を容易に補充するこ

とができず公務の運営に著しい支障が生

じること。 

(3) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務

条件に特殊性があるため、当該職員の退職

による欠員を容易に補充することができ

ず公務の運営に著しい支障が生じること。 

２ 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定

福岡市職員の定年等に関する条例（昭和 58年福岡市条例第 62 号）
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現   行 改 正 案 

により延長された期限が到来する場合にお

いて、前項の事由が引き続き存すると認める

ときは、人事委員会の承認を得て、１年を超

えない範囲内で期限を延長することができ

る。ただし、その期限は、その職員に係る定

年退職日の翌日から起算して３年を超える

ことができない。 

 

 

３ 任命権者は、第１項の規定により職員を引

き続いて勤務させる場合又は前項の規定に

より期限を延長する場合には、当該職員の同

意を得なければならない。 

４ 任命権者は、第１項の期限又は第２項の規

定により延長された期限が到来する前に第

１項の事由が存しなくなつたと認めるとき

は、当該職員の同意を得て、期日を定めてそ

の期限を繰り上げて退職させることができ

る。 

 

 

５ 前各項の規定を実施するために必要な手

続は、人事委員会規則で定める。 

（定年に関する施策の調査等） 

第５条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

により延長された期限が到来する場合にお

いて、前項各号に掲げる事由が引き続きある

と認めるときは、これらの期限の翌日から起

算して１年を超えない範囲内で期限を延長

することができる。ただし、当該期限は、当

該職員に係る定年退職日（同項ただし書に規

定する職員にあっては、当該職員が占めてい

る管理監督職に係る異動期間の末日）の翌日

から起算して３年を超えることができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により職員を引

き続き勤務させる場合又は前項の規定によ

り期限を延長する場合には、当該職員の同意

を得なければならない。 

４ 任命権者は、第１項の規定により引き続き

勤務することとされた職員及び第２項の規

定により期限が延長された職員について、第

１項の期限又は第２項の規定により延長さ

れた期限が到来する前に第１項各号に掲げ

る事由がなくなったと認めるときは、当該職

員の同意を得て、期日を定めて当該期限を繰

り上げるものとする。 

（削る） 

 

（定年に関する施策の調査等） 

第５条 （略） 

 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制 

 

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる

管理監督職） 

第６条 法第 28 条の２第１項に規定する条例

で定める職（以下この章において「管理監督

職」という。）は、次に掲げる職（第４条第

１項の規定により引き続き勤務することと

された職員及び同条第２項の規定により期

限が延長された職員が占める職並びにその

職務と責任に特殊性があること又は欠員の

補充が困難であることによりこの条の規定

を適用することが著しく不適当と認められ

る職として任命権者が定める職を除く。）と

する。 

(1) 福岡市職員の給与に関する条例（昭和 26

年福岡市条例第 18 号。以下「給与条例」

福岡市職員の定年等に関する条例（昭和 58年福岡市条例第 62 号）
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という。） 第 19 条の２第１項に規定する

職員が占める職（保健所等に勤務する医師

及び歯科医師で給与条例別表第２ ア 

医療職給料表(1)の適用を受ける職員が占

める職を除く。） 

(2) 福岡市水道局企業職員の給与の種類及

び基準を定める条例（昭和 28 年福岡市条

例第 17 号）第 10 条の２第１項に規定する

職員が占める職 

(3) 福岡市交通局企業職員の給与の種類及

び基準を定める条例（昭和 49 年福岡市条

例第 80 号）第 12 条の２第１項に規定する

職員が占める職 

(4) 福岡市立学校職員の給与に関する条例

（昭和 29 年福岡市条例第 12 号）第７条の

２第１項に規定する職員が占める職 

(5) 給与条例別表第１の適用を受ける職員

でその職務の級が５級以上であるものが

占める職（第１号に掲げる職を除く。） 

(6) 前各号に掲げる職に準じる職として任

命権者が定めるもの 

（管理監督職勤務上限年齢） 

第７条 法第28条の２第１項に規定する管理

監督職勤務上限年齢は、年齢60年とする。た

だし、その職務と責任に特殊性があること又

は欠員の補充が困難であることにより管理

監督職勤務上限年齢を年齢60年とすること

が著しく不適当と認められる管理監督職と

して任命権者が定める管理監督職の管理監

督職勤務上限年齢は、60年を超え64年を超え

ない範囲内で任命権者が定める年齢とする。 

 （他の職への降任等に関する説明書の交付） 

第８条 法第28条の２第４項に規定する他の

職への降任等（以下この章において「他の職

への降任等」という。）に該当する降任をす

るとき又は他の職への降任等に伴い降給を

するときは、法第49条第２項の規定による説

明書の交付の請求があった場合を除き、同条

第１項に規定する説明書を交付しないもの

とする。 

（他の職への降任等を行うに当たって遵守

すべき基準） 

第９条 任命権者は、他の職への降任等を行う

福岡市職員の定年等に関する条例（昭和 58年福岡市条例第 62 号）
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に当たっては、法第13条、第15条、第23条の

３、第27条第１項及び第56条に定めるものの

ほか、次に掲げる基準を遵守しなければなら

ない。 

(1) 当該職員の人事評価の結果又は勤務の

状況及び職務経験等に基づき、降任又は転

任（降給を伴う転任に限る。）（以下この

条及び第12条において「降任等」という。）

をしようとする職の属する職制上の段階

の標準的な職に係る法第15条の２第１項

第５号に規定する標準職務遂行能力（次条

第３項において「標準職務遂行能力」とい

う。）及び当該降任等をしようとする職に

ついての適性を有すると認められる職に、

降任等をすること。 

(2) 人事の計画その他の事情を考慮した上

で、管理監督職以外の職又は管理監督職勤

務上限年齢が当該職員の年齢を超える管

理監督職のうちできる限り上位の職制上

の段階に属する職に、降任等をすること。 

(3) 当該職員の他の職への降任等をする際

に、当該職員が占めていた管理監督職が属

する職制上の段階より上位の職制上の段

階に属する管理監督職を占める職員（以下

この号において「上位職職員」という。）

の他の職への降任等もする場合には、第１

号に掲げる基準に従った上での状況その

他の事情を考慮してやむを得ないと認め

られる場合を除き、上位職職員の降任等を

した職が属する職制上の段階と同じ職制

上の段階又は当該職制上の段階より下位

の職制上の段階に属する職に、降任等をす

ること。 

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及

び管理監督職への任用の制限の特例） 

第10条 任命権者は、他の職への降任等をすべ

き管理監督職を占める職員について、次に掲

げる事由があると認めるときは、当該職員が

占める管理監督職に係る異動期間（当該管理

監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達

した日の翌日から同日以後における最初の

４月１日までの間をいう。以下この章におい

て同じ。）の末日の翌日から起算して１年を

福岡市職員の定年等に関する条例（昭和 58年福岡市条例第 62 号）
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超えない期間内（当該期間内に定年退職日が

ある職員にあっては、当該異動期間の末日の

翌日から定年退職日までの期間内。第３項に

おいて同じ。）で当該異動期間を延長し、引

き続き当該管理監督職を占める職員に、当該

管理監督職を占めたまま勤務をさせること

ができる。 

(1) 当該職務を担当する者の交替が当該業

務の遂行上重大な障害となる特別の事情

があるため、当該職員の他の職への降任

等により公務の運営に著しい支障が生じ

ること。 

 (2) 当該職務が高度の知識、技能又は経験

を必要とするものであるため、当該職員の

他の職への降任等により生じる欠員を容

易に補充することができず公務の運営に

著しい支障が生じること。 

(3) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務

条件に特殊性があるため、当該職員の他の

職への降任等による欠員を容易に補充す

ることができず公務の運営に著しい支障

が生じること。 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定により

異動期間（これらの規定により延長された期

間を含む。）が延長された管理監督職を占め

る職員について、前項各号に掲げる事由が引

き続きあると認めるときは、延長された当該

異動期間の末日の翌日から起算して１年を

超えない期間内（当該期間内に定年退職日が

ある職員にあっては、延長された当該異動期

間の末日の翌日から定年退職日までの期間

内。第４項において同じ。）で延長された当

該異動期間を更に延長することができる。た

だし、更に延長される当該異動期間の末日

は、当該職員が占める管理監督職に係る異動

期間の末日の翌日から起算して３年を超え

ることができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により異動期間

を延長することができる場合を除き、他の職

への降任等をすべき特定管理監督職群（職務

の内容が相互に類似する複数の管理監督職

であって、これらの欠員を容易に補充するこ

とができない年齢別構成その他の特別の事

福岡市職員の定年等に関する条例（昭和 58年福岡市条例第 62 号）
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情がある管理監督職として人事委員会規則

で定める管理監督職をいう。以下この項にお

いて同じ。）に属する管理監督職を占める職

員について、当該特定管理監督職群に属する

管理監督職の属する職制上の段階の標準的

な職に係る標準職務遂行能力及び当該管理

監督職についての適性を有すると認められ

る職員（当該管理監督職に係る管理監督職勤

務上限年齢に達した職員を除く。）の数が当

該管理監督職の数に満たない等の事情があ

るため、当該職員の他の職への降任等により

当該管理監督職に生じる欠員を容易に補充

することができず業務の遂行に重大な障害

が生じると認めるときは、当該職員が占める

管理監督職に係る異動期間の末日の翌日か

ら起算して１年を超えない期間内で当該異

動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を

占めている職員に当該管理監督職を占めた

まま勤務をさせ、又は当該職員を当該管理監

督職が属する特定管理監督職群の他の管理

監督職に降任し、若しくは転任することがで

きる。 

４ 任命権者は、第１項若しくは第２項の規定

により異動期間（これらの規定により延長さ

れた期間を含む。）が延長された管理監督職

を占める職員について前項に規定する事由

があると認めるとき（第２項の規定により延

長された当該異動期間を更に延長すること

ができるときを除く。）、又は前項若しくは

この項の規定により異動期間（前３項又はこ

の項の規定により延長された期間を含む。）

が延長された管理監督職を占める職員につ

いて前項に規定する事由が引き続きあると

認めるときは、延長された当該異動期間の末

日の翌日から起算して１年を超えない期間

内で延長された当該異動期間を更に延長す

ることができる。 

（特定管理監督職群による任用） 

第11条 前条第３項又は第４項の規定により

特定管理監督職群に属する管理監督職を占

める職員のうちいずれをその異動期間を延

長し、引き続き当該管理監督職を占めたまま

勤務をさせ、又は当該管理監督職が属する特

福岡市職員の定年等に関する条例（昭和 58年福岡市条例第 62 号）
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定管理監督職群の他の管理監督職に降任し、

若しくは転任するかは、任命権者が、人事評

価の結果、人事の計画その他の事情を考慮し

た上で、最も適任と認められる職員を、公正

に判断して定めるものとする。 

（異動期間の延長等に係る職員の同意） 

第12条 任命権者は、第10条の規定により異動

期間を延長する場合及び同条第３項の規定

により他の管理監督職に降任等をする場合

には、あらかじめ職員の同意を得なければな

らない。 

（延長した異動期間の期限の繰上げ） 

第13条 任命権者は、第10条第１項又は第２項

の規定により異動期間を延長した場合にお

いて、当該異動期間の末日の到来前に同条第

４項の規定を適用しようとするときは、当該

異動期間の期限を繰り上げることができる。 

（異動期間の延長事由が消滅した場合の措

置） 

第14条 任命権者は、第10条の規定により異動

期間を延長した場合において、当該異動期間

の末日の到来前に当該異動期間の延長の事

由が消滅したときは、他の職への降任等をす

るものとする。 

 

第４章 定年前再任用短時間勤務制 

 

（定年前再任用短時間勤務職員の任用） 

第15条 任命権者は、年齢60年に達する年度の

３月31日以後に退職をした者（以下この条及

び次条において「年齢60年以上退職者」とい

う。）を、従前の勤務実績その他の人事委員

会規則で定める情報に基づく選考により、法

第22条の４第1項に規定する短時間勤務の職

（以下この条及び次条において「短時間勤務

の職」という。）に採用することができる。

ただし、年齢60年以上退職者がその者を採用

しようとする短時間勤務の職に係る定年退

職日相当日（短時間勤務の職を占める職員

が、常時勤務を要する職でその職務が当該短

時間勤務の職と同種の職を占めているもの

とした場合における定年退職日をいう。）を

経過した者であるときは、この限りでない。 

福岡市職員の定年等に関する条例（昭和 58年福岡市条例第 62 号）
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附 則 

（施行期日） 

１ （略） 

（経過措置） 

２・３ （略） 

第16条 任命権者は、前条本文の規定によるほ

か、任命権者が定める地方公共団体の組合の

年齢60年以上退職者を、従前の勤務実績その

他の人事委員会規則で定める情報に基づく

選考により、短時間勤務の職に採用すること

ができる。 

２ 前項の場合においては、前条ただし書の規

定を準用する。 

 

第５章 雑則 

 

（権限の委任） 

第17条 この条例の施行に関し必要な事項及

びこの条例に定めるものを除くほか必要な

事項は、地方公営企業法（昭和27年法律第292

号）第15条第１項に規定する企業職員及び法

第57条に規定する単純な労務に雇用される

職員にあっては任命権者が別に定め、これら

の職員以外にあっては人事委員会の承認を

得て任命権者が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ （略） 

（経過措置） 

２・３ （略） 

（定年に関する経過措置） 

４ 令和５年４月１日から令和13年３月31日

までの間における第３条第１項の規定の適

用については、同項中「65年」とあるのは、

次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和７年

３月31日まで 

61年 

令和７年４月１日から令和９年

３月31日まで 

62年 

令和９年４月１日から令和11年

３月31日まで 

63年 

令和11年４月１日から令和13年

３月31日まで 

64年 

５ 令和５年４月１日から令和13年３月31日

までの間において、地方公務員法等の一部改

正に伴う関係条例の整備に関する条例（令和

福岡市職員の定年等に関する条例（昭和 58年福岡市条例第 62 号）
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現   行 改 正 案 

４年福岡市条例第 号。附則第７項において

「令和４年改正条例」という。）第４条の規

定による改正前の第３条第１項ただし書に

規定する職員であって、第３条第１項の規定

を適用する職員については、前項の規定にか

かわらず、第３条第１項中「65年」とあるの

は、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応

じ、同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和13年

３月31日まで 

65年 

６ 令和５年４月１日から令和13年３月31日

までの間における第３条第２項の規定の適

用については、同項中「70年」とあるのは、

次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和７年

３月31日まで 

66年 

令和７年４月１日から令和９年

３月31日まで 

67年 

令和９年４月１日から令和11年

３月31日まで 

68年 

令和11年４月１日から令和13年

３月31日まで 

69年 

（情報の提供及び勤務の意思の確認） 

７ 任命権者は、当分の間、職員（第３条第２

項に規定する職員及び令和４年改正条例に

よる改正前の第３条第１項ただし書に規定

する職員を除く。以下この項において同じ。）

が年齢60年に達する日の属する年度の前年

度（以下この項において「情報の提供及び勤

務の意思の確認を行うべき年度」という。）

（情報の提供及び勤務の意思の確認を行う

べき年度に職員でなかった者で、当該情報の

提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度

の末日後に採用された職員（異動等により情

報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき

年度の末日を経過することとなった職員（以

下この項において「末日経過職員」という。）

を除く。）にあっては当該職員が採用された

日から同日の属する年度の末日までの期間、

末日経過職員にあっては当該職員の異動等

の日が属する年度（当該日が年度の初日であ

福岡市職員の定年等に関する条例（昭和 58年福岡市条例第 62 号）
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現   行 改 正 案 

る場合は、当該年度の前年度））において、

当該職員に対し、当該職員が年齢60年に達す

る日以後に適用される任用及び給与に関す

る措置の内容その他の必要な情報を提供す

るものとするとともに、同日の翌日以後にお

ける勤務の意思を確認するよう努めるもの

とする。 

 

 

 

福岡市職員の定年等に関する条例（昭和 58年福岡市条例第 62 号）
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地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（第５条関係） 

【下線部が改正部分】 

現   行 改 正 案 

○外国の地方公共団体の機関等に派遣される

福岡市職員の処遇等に関する条例（昭和63年

福岡市条例第５号）

（職員の派遣） 

第２条 （略） 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める

職員は、次の各号に掲げる職員とする。 

(1)～(3) （略） 

(4) 福岡市職員の定年等に関する条例(昭和

58年福岡市条例第62号)第４条第１項の規

定により引き続いて勤務させることとさ

れ、又は同条第２項の規定により期限を延

長されることとされている職員 

(5) （略）

○外国の地方公共団体の機関等に派遣される

福岡市職員の処遇等に関する条例（昭和63年

福岡市条例第５号）

（職員の派遣） 

第２条 （略） 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める

職員は、次の各号に掲げる職員とする。 

(1)～(3) （略） 

(4) 福岡市職員の定年等に関する条例(昭和

58年福岡市条例第62号。以下「定年条例」

という。）第４条第１項の規定により引き

続き勤務することとされた職員及び同条

第２項の規定により期限が延長された職

員 

(5) 定年条例第10条第１項又は第２項の規

定により同条第１項に規定する異動期間

（同項又は同条第２項の規定により延長

された期間を含む。）を延長された定年条

例第６条に規定する管理監督職を占める

職員 

(6) （略）

外国の地方公共団体の機関等に派遣される福岡市職員の処遇等に関する条例（昭和63年福岡市条例第５号）
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地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（第６条関係） 

【下線部が改正部分】 

現   行 改 正 案 

○公益的法人等への福岡市職員の派遣等に関

する条例（平成13年福岡市条例第54号）

（職員の派遣） 

第２条 （略） 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める

職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)・(2) （略）

(3) 福岡市職員の定年等に関する条例(昭和

58年福岡市条例第62号。以下「定年条例」

という。)第４条第１項又は第２項の規定

により引き続いて勤務している職員 

(4) （略）

３ (略)  

第３条～第10条 （略） 

（法第10条第１項に規定する条例で定める

職員) 

第11条 法第10条第１項に規定する条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)～(3) （略） 

(4) 定年条例第４条第１項又は第２項の規

定により引き続いて勤務している職員 

(5) （略）

○公益的法人等への福岡市職員の派遣等に関

する条例（平成13年福岡市条例第54号）

（職員の派遣） 

第２条 （略） 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める

職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)・(2) （略）

(3) 福岡市職員の定年等に関する条例(昭和

58年福岡市条例第62号。以下「定年条例」

という。)第４条第１項の規定により引き

続き勤務することとされた職員及び同条

第２項の規定により期限が延長された職

員 

(4) 定年条例第10条第１項又は第２項の規

定により同条第１項に規定する異動期間

（同項又は同条第２項の規定により延長

された期間を含む。第11条第５項において

同じ。）を延長された定年条例第６条に規

定する管理監督職を占める職員 

(5) （略）

３ (略)  

第３条～第10条 （略） 

（法第10条第１項に規定する条例で定める

職員) 

第11条 法第10条第１項に規定する条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)～(3) （略） 

(4) 定年条例第４条第１項の規定により引

き続き勤務することとされた職員及び同

条第２項の規定により期限が延長された

職員 

(5) 定年条例第10条第１項又は第２項の規

定により同条第１項に規定する異動期間

を延長された定年条例第６条に規定する

管理監督職を占める職員 

(6) （略）

公益的法人等への福岡市職員の派遣等に関する条例（平成13年福岡市条例第54号）
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地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（第７条関係） 

【下線部が改正部分】 

現   行 改 正 案 

○福岡市職員の懲戒に関する条例（昭和26年福

岡市条例第57号）

（懲戒の効果）  

第３条 法第29条に規定する減給の期間及び

率は、１日以上１年以下、給料(法第22条の

２第１項第１号に掲げる職員にあつては、福

岡市職員の給与に関する条例(昭和26年福岡

市条例第18号)第22条の６第３項に規定する

基本となる報酬)の３分の１以下とする。 

２ （略） 

○福岡市職員の懲戒に関する条例（昭和26年福

岡市条例第57号）

（懲戒の効果）  

第３条 法第29条に規定する減給の期間及び

率は、１日以上１年以下の期間、その発令の

日に受ける給料(法第22条の２第１項第１号

に掲げる職員にあつては、福岡市職員の給与

に関する条例(昭和26年福岡市条例第18号)

第22条の６第３項に規定する基本となる報

酬)の３分の１以下とする。この場合におい

て、その減じる額が現に受ける給料の３分の

１に相当する額を超えるときは、当該額を減

じるものとする。 

２ （略） 

福岡市職員の懲戒に関する条例（昭和26年福岡市条例第57号）
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地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（第８条関係） 

【下線部が改正部分】 

現   行 改 正 案 

○福岡市職員厚生会条例（平成25年福岡市条例

第17号）

（会員） 

第３条 （略） 

２ 市長、副市長、水道事業管理者、交通事業

管理者及び教育長並びに福岡市職員で市か

ら給料その他の給与の支給を受ける者(次に

掲げる者を除く。以下「職員」という。)を

もって厚生会の会員とする。 

(1) 非常勤職員(地方公務員法(昭和25年法

律第261号。以下「法」という。)第28条の

５第１項に規定する短時間勤務の職を占

める職員を除く。) 

(2)・(3) （略）

３ （略） 

○福岡市職員厚生会条例（平成25年福岡市条例

第17号）

（会員） 

第３条 （略） 

２ 市長、副市長、水道事業管理者、交通事業

管理者及び教育長並びに福岡市職員で市か

ら給料その他の給与の支給を受ける者(次に

掲げる者を除く。以下「職員」という。)を

もって厚生会の会員とする。 

(1) 非常勤職員(地方公務員法(昭和25年法

律第261号。以下「法」という。)第22条の

４第１項に規定する短時間勤務の職を占

める職員を除く。) 

(2)・(3) （略）

３ （略） 

福岡市職員厚生会条例（平成25年福岡市条例第17号）
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地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（第９条関係） 

【下線部が改正部分】 

現   行 改 正 案 

○福岡市人事行政の運営等の状況の公表に関す

る条例（平成17年福岡市条例第65号） 

 

（任命権者の報告事項） 

第３条 前条の規定により任命権者が報告しな

ければならない事項は、職員（臨時的に任用

された職員及び非常勤職員（地方公務員法第

28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を

占める職員及び同法第22条の２第１項第２号

に掲げる職員を除く。）を除く。以下同じ。）

に係る次に掲げる事項とする。 

 (1)～(10) （略） 

○福岡市人事行政の運営等の状況の公表に関す

る条例（平成17年福岡市条例第65号） 

 

（任命権者の報告事項） 

第３条 前条の規定により任命権者が報告しな

ければならない事項は、職員（臨時的に任用

された職員及び非常勤職員（地方公務員法第

22条の４第１項に規定する短時間勤務の職を

占める職員及び同法第22条の２第１項第２号

に掲げる職員を除く。）を除く。以下同じ。）

に係る次に掲げる事項とする。 

 (1)～(10) （略） 

 

 

 

福岡市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年福岡市条例第65号）
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地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（第10条関係） 

【下線部分が改正部分】 

現    行 改  正  案 

○福岡市職員の給与に関する条例（昭和 26 年

福岡市条例第 18 号）

第６条 （略） 

２ （略） 

３ 職員が一の職務の級から他の職務の級に

移つた場合又は一の職から同じ職務の級の

初任給の基準を異にする他の職に移つた場

合における号給は、人事委員会規則の定める

ところにより決定する。 

４ 任命権者において特に必要があると認め

る場合は、人事委員会規則の定めるところに

より、職員の号給を調整することができる。 

５ 職員の昇給は、人事委員会規則で定める日

に、同日前で人事委員会規則で定める期間に

おけるその者の勤務成績に応じて、行うもの

とする。 

６ （略） 

７ 55歳(人事委員会規則で定める職員にあつ

ては、56歳以上の年齢で人事委員会規則で定

めるもの)に達した日以後における最初の３

月31日の翌日以後在職する職員の第５項の

規定による昇給は、同項に規定する期間にお

けるその者の勤務成績が特に良好である場

合に限り行うものとし、昇給させる場合の昇

給の号給数は、勤務成績に応じて人事委員会

規則で定める基準に従い決定するものとす

る。 

８～10 （略） 

11 法第28条の４第１項、第28条の５第１項又

は第28条の６第１項若しくは第２項の規定

により採用された職員(以下「再任用職員」と

いう。)の給料月額は、その者に適用される給

料表の再任用職員の項に掲げる給料月額の

うち、その者の属する職務の級に応じた額と

する。 

第６条の２ 法第28条の５第１項に規定する

短時間勤務の職を占める職員(以下「短時間

勤務職員」という。)のうち同項又は法第28条

の６第２項の規定により採用された職員の

給料月額は、前条第11項の規定にかかわら

ず、同項の規定による給料月額に、当該短時

間勤務職員に係る福岡市職員の勤務時間及

びその他の勤務条件に関する条例(昭和26年

福岡市条例第55号。以下「勤務条件条例」と

いう。)第３条の規定に基づき定められる１

週間の正規の勤務時間(以下「１週間の正規

○福岡市職員の給与に関する条例（昭和 26 年

福岡市条例第 18 号）

第６条 （略） 

２ （略） 

３ 職員が一の職務の級から他の職務の級に

移つた場合又は一の職から同じ職務の級の

初任給の基準を異にする他の職に移つた場

合における号給は、人事委員会規則で定める

ところにより決定する。 

４ 任命権者において特に必要があると認め

る場合は、人事委員会規則で定めるところに

より、職員の号給を調整することができる。 

５ 職員の昇給は、人事委員会規則で定める日

に、同日前で人事委員会規則で定める期間に

おける当該職員の勤務成績に応じて、行うも

のとする。 

６ （略） 

７ 55歳(人事委員会規則で定める職員にあつ

ては、56歳以上の年齢で人事委員会規則で定

めるもの)に達した日以後における最初の３

月31日の翌日以後在職する職員の第５項の

規定による昇給は、同項に規定する期間にお

ける当該職員の勤務成績が特に良好である

場合に限り行うものとし、昇給させる場合の

昇給の号給数は、勤務成績に応じて人事委員

会規則で定める基準に従い決定するものと

する。 

８～10 （略） 

（削る） 

第６条の２ 法第22条の４第１項に規定する

短時間勤務の職を占める職員（以下「短時間

勤務職員」という。）のうち同項又は法第22条

の５第１項の規定により採用された職員（以

下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）

の給料月額は、当該定年前再任用短時間勤務

職員に適用される給料表の定年前再任用短

時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額の

うち、当該定年前再任用短時間勤務職員の属

する職務の級に応じた額に、当該定年前再任

用短時間勤務職員に係る福岡市職員の勤務

福岡市職員の給与に関する条例（昭和 26 年福岡市条例第 18 号）
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の勤務時間」という。)を38時間45分で除して

得た数(以下「算出率」という。)を乗じて得

た額とする。 

 

 

 

 

２ （略） 

第６条の３ 育児休業法第10条第１項に規定

する育児短時間勤務をしている職員(以下

「育児短時間勤務職員」という。)の給料月額

は、その者が育児短時間勤務をしていないと

仮定した場合におけるその者の受けるべき

給料月額に、算出率を乗じて得た額とする。 

 

第７条～第10条の３ （略） 

（通勤手当） 

第11条 次に掲げる職員には、通勤手当を支給

する。 

 (1) 通勤のため交通機関又は有料の道路 

(以下「交通機関等」という。)を利用して

その運賃又は料金(以下「運賃等」とい

う。)を負担することを常例とする職員

(交通機関等を利用しなければ通勤する

ことが著しく困難である職員以外の職員

であつて、交通機関等を利用しないで徒

歩により通勤するものとした場合の通勤

距離が片道２キロメートル未満であるも

の及び第３号に掲げる職員を除く。) 

 

 (2) 通勤のため自転車その他の交通の用具 

で規則で定めるもの(以下「自転車等」と

いう。)を使用することを常例とする職員

(自転車等を使用しなければ通勤するこ

とが著しく困難である職員以外の職員で

あつて、自転車等を使用しないで徒歩に

より通勤するものとした場合の通勤距離

が片道２キロメートル未満であるもの及

び次号に掲げる職員を除く。) 

 

 (3) （略） 

２ 前項第１号に掲げる職員に支給する通勤

手当の額は、支給単位期間につき、規則で定

めるところにより算出したその者の支給単

位期間の通勤に要する運賃等の額に相当す

る額(以下「運賃等相当額」という。)とする。

ただし、運賃等相当額を支給単位期間の月数

で除して得た額(以下「１箇月当たりの運賃

等相当額」という。)が55,000円を超えるとき

時間及びその他の勤務条件に関する条例(昭

和26年福岡市条例第55号。以下「勤務条件条

例」という。)第３条第３項の規定に基づき定

められる１週間の正規の勤務時間（以下「１

週間の正規の勤務時間」という。）を38時間45

分で除して得た数（以下「算出率」という。）

を乗じて得た額とする。 

２ （略） 

第６条の３ 育児休業法第10条第１項に規定

する育児短時間勤務をしている職員(以下

「育児短時間勤務職員」という。)の給料月額

は、当該育児短時間勤務職員が育児短時間勤

務をしていないと仮定した場合における当

該育児短時間勤務職員の受けるべき給料月

額に、算出率を乗じて得た額とする。 

第７条～第10条の３ （略） 

（通勤手当） 

第11条 次に掲げる職員には、通勤手当を支給

する。 

 (1) 通勤のため交通機関又は有料の道路 

(以下この条において「交通機関等」とい

う。)を利用してその運賃又は料金(以下

この条において「運賃等」という。)を負

担することを常例とする職員(交通機関

等を利用しなければ通勤することが著し

く困難である職員以外の職員であつて、

交通機関等を利用しないで徒歩により通

勤するものとした場合の通勤距離が片道

２キロメートル未満であるもの及び第３

号に掲げる職員を除く。) 

 (2) 通勤のため自転車その他の交通の用具 

で規則で定めるもの(以下この条におい

て「自転車等」という。)を使用すること

を常例とする職員(自転車等を使用しな

ければ通勤することが著しく困難である

職員以外の職員であつて、自転車等を使

用しないで徒歩により通勤するものとし

た場合の通勤距離が片道２キロメートル

未満であるもの及び次号に掲げる職員を

除く。)  

 (3) （略） 

２ 前項第１号に掲げる職員に支給する通勤

手当の額は、支給単位期間につき、規則で定

めるところにより算出した当該職員の支給

単位期間の通勤に要する運賃等の額に相当

する額(以下この項において「運賃等相当額」

という。)とする。ただし、運賃等相当額を支

給単位期間の月数で除して得た額(以下この

項及び第４項において「１箇月当たりの運賃

福岡市職員の給与に関する条例（昭和 26 年福岡市条例第 18 号）
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は、支給単位期間につき、55,000円に支給単

位期間の月数を乗じて得た額(その者が２以

上の交通機関等を利用するものとして当該

運賃等の額を算出する場合において、１箇月

当たりの運賃等相当額の合計額が55,000円

を超えるときは、その者の通勤手当に係る支

給単位期間のうち最も長い支給単位期間に

つき、55,000円に当該支給単位期間の月数を

乗じて得た額)とする。 

 

３ （略） 

４ 第１項第３号に掲げる職員に支給する通

勤手当の額は、交通機関等を利用せず、かつ、

自転車等を使用しないで徒歩により通勤す

るものとした場合の通勤距離、交通機関等の

利用距離、自転車等の使用距離等の事情を考

慮して規則で定める区分に応じ、前２項に定

める額(１箇月当たりの運賃等相当額及び前

項に定める額の合計額が55,000円を超える

ときは、その者の通勤手当に係る支給単位期

間のうち最も長い支給単位期間につき、

55,000円に当該支給単位期間の月数を乗じ

て得た額)、第２項に定める額又は前項に定

める額とする。 

５ （略） 

６ 通勤手当の支給は、職員に新たに第１項の

職員たる要件が具備されるに至つた場合に

おいてはその日の属する月の翌月(その日が

月の初日であるときは、その日の属する月)

から開始し、通勤手当を支給されている職員

が退職し、又は死亡した場合においてはそれ

ぞれその者が退職し、又は死亡した日、通勤

手当を支給されている職員が同項の職員た

る要件を欠くに至つた場合においてはその

事実の生じた日の属する月(これらの日が月

の初日であるときは、その日の属する月の前

月)をもつて終わる。ただし、通勤手当の支給

の開始については、前項の規定による届出

が、これに係る事実の生じた日から15日を経

過した後にされたときは、その届出を受理し

た日の属する月の翌月(その日が月の初日で

あるときは、その日の属する月)から行うも

のとする。 

７～11 （略） 

第11条の２～第14条 （略） 

（時間外勤務手当） 

第15条 正規の勤務時間を超えて勤務するこ

とを命じられた職員には、正規の勤務時間を

超えて勤務した全時間に対して、勤務１時間

等相当額」という。)が55,000円を超えるとき

は、支給単位期間につき、55,000円に支給単

位期間の月数を乗じて得た額(当該職員が２

以上の交通機関等を利用するものとして当

該運賃等の額を算出する場合において、１箇

月当たりの運賃等相当額の合計額が55,000

円を超えるときは、当該職員の通勤手当に係

る支給単位期間のうち最も長い支給単位期

間につき、55,000円に当該支給単位期間の月

数を乗じて得た額)とする。 

３ （略） 

４ 第１項第３号に掲げる職員に支給する通

勤手当の額は、交通機関等を利用せず、かつ、

自転車等を使用しないで徒歩により通勤す

るものとした場合の通勤距離、交通機関等の

利用距離、自転車等の使用距離等の事情を考

慮して規則で定める区分に応じ、前２項に定

める額(１箇月当たりの運賃等相当額及び前

項に定める額の合計額が55,000円を超える

ときは、当該職員の通勤手当に係る支給単位

期間のうち最も長い支給単位期間につき、

55,000円に当該支給単位期間の月数を乗じ

て得た額)、第２項に定める額又は前項に定

める額とする。 

５ （略） 

６ 通勤手当の支給は、職員に新たに第１項の

職員たる要件が具備されるに至つた場合に

おいてはその日の属する月の翌月(その日が

月の初日であるときは、その日の属する月)

から開始し、通勤手当を支給されている職員

が退職し、又は死亡した場合においてはそれ

ぞれ当該職員が退職し、又は死亡した日、通

勤手当を支給されている職員が同項の職員

たる要件を欠くに至つた場合においてはそ

の事実の生じた日の属する月(これらの日が

月の初日であるときは、その日の属する月の

前月)をもつて終わる。ただし、通勤手当の支

給の開始については、前項の規定による届出

が、これに係る事実の生じた日から15日を経

過した後にされたときは、その届出を受理し

た日の属する月の翌月(その日が月の初日で

あるときは、その日の属する月)から行うも

のとする。 

７～11 （略） 

第11条の２～第14条 （略） 

（時間外勤務手当） 

第15条 正規の勤務時間を超えて勤務するこ

とを命じられた職員には、正規の勤務時間を

超えて勤務した全時間に対して、勤務１時間

福岡市職員の給与に関する条例（昭和 26 年福岡市条例第 18 号）
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につき、第18条に規定する勤務１時間当たり

の給与額に正規の勤務時間を超えてした次

に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ100分

の125から100分の150までの範囲内で規則で

定める割合(その勤務が午後10時から翌日の

午前５時までの間である場合は、その割合に

100分の25を加算した割合)を乗じて得た額

を時間外勤務手当として支給する。 

 (1)・(2) （略） 

２・３ （略） 

４ 正規の勤務時間を超えて勤務することを

命じられ、正規の勤務時間を超えてした勤務

の時間及び割振り変更前の正規の勤務時間

を超えて勤務することを命じられ、割振り変

更前の正規の勤務時間を超えてした勤務の

時間(規則で定める時間を除く。)を合計した

時間が１箇月について60時間を超えた職員

には、その60時間を超えて勤務した全時間に

対して、第１項及び前項の規定にかかわら

ず、勤務１時間につき、第18条に規定する勤

務１時間当たりの給与額に、正規の勤務時間

を超えてした勤務に係る時間にあつては100

分の150(その勤務が午後10時から翌日の午

前５時までの間である場合は、100分の175)、

割振り変更前の正規の勤務時間を超えてし

た勤務に係る時間にあつては100分の50をそ

れぞれ乗じて得た額を時間外勤務手当とし

て支給する。 

５ 勤務条件条例第５条の２第１項に規定す

る時間外勤務代休時間を指定された場合に

おいて、当該時間外勤務代休時間に職員が勤

務しなかつたときは、前項に規定する60時間

を超えて勤務した全時間のうち当該時間外

勤務代休時間の指定に代えられた時間外勤

務手当の支給に係る時間に対しては、当該時

間１時間につき、第18条に規定する勤務１時

間当たりの給与額に、正規の勤務時間を超え

てした勤務に係る時間にあつては100分の

150(その勤務が午後10時から翌日の午前５

時までの間である場合は、100分の175)から

第１項に規定する規則で定める割合(その勤

務が午後10時から翌日の午前５時までの間

である場合は、その割合に100分の25を加算

した割合)を減じた割合を、割振り変更前の

正規の勤務時間を超えてした勤務に係る時

間にあつては100分の50から第３項に規定す

る規則で定める割合を減じた割合を乗じて

得た額の時間外勤務手当を支給することを

要しない。 

につき、第18条に規定する勤務１時間当たり

の給与額に正規の勤務時間を超えてした次

に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ100分

の125から100分の150までの範囲内で規則で

定める割合(その勤務が午後10時から翌日の

午前５時までの間である場合には、その割合

に100分の25を加算した割合)を乗じて得た

額を時間外勤務手当として支給する。 

 (1)・(2) （略） 

２・３ （略） 

４ 正規の勤務時間を超えて勤務することを

命じられ、正規の勤務時間を超えてした勤務

の時間及び割振り変更前の正規の勤務時間

を超えて勤務することを命じられ、割振り変

更前の正規の勤務時間を超えてした勤務の

時間(規則で定める時間を除く。)を合計した

時間が１箇月について60時間を超えた職員

には、その60時間を超えて勤務した全時間に

対して、第１項及び前項の規定にかかわら

ず、勤務１時間につき、第18条に規定する勤

務１時間当たりの給与額に、正規の勤務時間

を超えてした勤務に係る時間にあつては100

分の150(その勤務が午後10時から翌日の午

前５時までの間である場合には、100分の

175)、割振り変更前の正規の勤務時間を超え

てした勤務に係る時間にあつては100分の50

をそれぞれ乗じて得た額を時間外勤務手当

として支給する。 

５ 勤務条件条例第５条の２第１項に規定す

る時間外勤務代休時間を指定された場合に

おいて、当該時間外勤務代休時間に職員が勤

務しなかつたときは、前項に規定する60時間

を超えて勤務した全時間のうち当該時間外

勤務代休時間の指定に代えられた時間外勤

務手当の支給に係る時間に対しては、当該時

間１時間につき、第18条に規定する勤務１時

間当たりの給与額に、正規の勤務時間を超え

てした勤務に係る時間にあつては100分の

150(その勤務が午後10時から翌日の午前５

時までの間である場合には、100分の175)か

ら第１項に規定する規則で定める割合(その

勤務が午後10時から翌日の午前５時までの

間である場合には、その割合に100分の25を

加算した割合)を減じた割合を、割振り変更

前の正規の勤務時間を超えてした勤務に係

る時間にあつては100分の50から第３項に規

定する規則で定める割合を減じた割合を乗

じて得た額の時間外勤務手当を支給するこ

とを要しない。 

福岡市職員の給与に関する条例（昭和 26 年福岡市条例第 18 号）
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６～７ （略） 

第16条～第21条の２ （略） 

 

（再任用職員についての適用除外) 

第21条の３ 第８条の２から第10条まで及び

第10条の３の規定は、再任用職員には適用し

ない。 

 

第21条の４～第24条 （略） 

 

附  則 

１～９ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６～７ （略） 

第16条～第21条の２ （略） 

（定年前再任用短時間勤務職員についての 

適用除外) 

第21条の３ 第６条第２項から第10項まで、第

８条の２から第10条まで及び第10条の３の

規定は、定年前再任用短時間勤務職員には適

用しない。 

第21条の４～第24条 （略） 

    

附  則 

１～９ （略） 

10 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が

60歳に達した日後における最初の４月１日

（附則第12項において「特定日」という。）以

後、当該職員に適用される給料表の給料月額

のうち、当該職員の属する職務の級及び当該

職員の受ける号給に応じた額に100分の70を

乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を

生じたときはこれを切り捨て、50円以上100

円未満の端数を生じたときはこれを100円に

切り上げるものとする。）とする。 

11 前項の規定は、次に掲げる職員には適用し

ない。 

(1) 臨時的任用職員その他の法律により任 

期を定めて任用される職員及び非常勤職

員 

(2) 地方公務員法等の一部改正に伴う関係 

条例の整備に関する条例（令和４年福岡

市条例第○号）第４条の規定による改正

前の福岡市職員の定年等に関する条例

（昭和58年福岡市条例第62号）第３条第

１項ただし書に規定する職員 

(3) 福岡市職員の定年等に関する条例（以 

下この項及び次項において「定年条例」と

いう。）第10条第１項又は第２項の規定に

より同条第１項に規定する異動期間（同

項又は同条第２項の規定により延長され

た期間を含む。）を延長された定年条例第

６条に規定する管理監督職を占める職員 

(4) 定年条例第３条第２項に規定する職員 

(5) 定年条例第４条第１項又は第２項の規 

定により勤務している職員（定年条例第

２条に規定する定年退職日において前項

の規定が適用されていた職員を除く。） 

12 定年条例第８条に規定する他の職への降

任等をされた職員であつて、当該他の職への

降任等をされた日（以下この項及び附則第14

項において「異動日」という。）の前日から引

福岡市職員の給与に関する条例（昭和 26 年福岡市条例第 18 号）
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現    行 改  正  案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

き続き同一の給料表の適用を受ける職員の

うち、特定日に附則第10項の規定により当該

職員の受ける給料月額（以下この項において

「特定日給料月額」という。）が異動日の前日

に当該職員が受けていた給料月額に100分の

70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端

数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上

100円未満の端数を生じたときはこれを100

円に切り上げるものとする。以下この項にお

いて「基礎給料月額」という。）に達しないこ

ととなる職員（市長が定める職員を除く。）に

は、当分の間、特定日以後、附則第10項の規

定により当該職員の受ける給料月額のほか、

基礎給料月額と特定日給料月額との差額に

相当する額を給料として支給する。 

13 前項の規定による給料の額と当該給料を

支給される職員の受ける給料月額との合計

額が当該職員の属する職務の級における最

高の号給の給料月額を超える場合における

前項の規定の適用については、同項中「基礎

給料月額と特定日給料月額」とあるのは、「当

該職員の属する職務の級における最高の号

給の給料月額と当該職員の受ける給料月額」

とする。 

14 異動日の前日から引き続き給料表の適用

を受ける職員（附則第10項の規定の適用を受

ける職員に限り、附則第12項に規定する職員

を除く。）であつて、同項の規定による給料を

支給される職員との権衡上必要があると認

められる職員には、当分の間、当該職員の受

ける給料月額のほか、市長の定めるところに

より、前２項の規定に準じて算出した額を給

料として支給する。 

15 附則第12項又は前項の規定による給料を

支給される職員以外の附則第10項の規定の

適用を受ける職員であつて、任用の事情を考

慮して当該給料を支給される職員との権衡

上必要があると認められる職員には、当分の

間、当該職員の受ける給料月額のほか、市長

の定めるところにより、前３項の規定に準じ

て算出した額を給料として支給する。 

16 附則第12項又は前２項の規定による給料

を支給される職員に対する第６条の３の規

定の適用については、同条中「受けるべき給

料月額」とあるのは、「受けるべき給料月額と

附則第12項、附則第14項又は附則第15項の規

定による給料の額との合計額」とする。 

17 附則第10項の規定により職員の給料月額

の改定を行うときは、法第49条第２項の規定

福岡市職員の給与に関する条例（昭和 26 年福岡市条例第 18 号）
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現    行 改  正  案 

による説明書の交付の請求があつた場合を

除き、同条第１項に規定する説明書を交付し

ないものとする。 

18 附則第10項から前項までに定めるものの

ほか、附則第10項の規定による給料月額、附

則第12項の規定による給料その他附則第10

項から前項までの規定の施行に関し必要な

事項は、市長が定める。 

福岡市職員の給与に関する条例（昭和 26 年福岡市条例第 18 号）
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現    行 改  正  案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

福岡市職員の給与に関する条例（昭和 26 年福岡市条例第 18 号）
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地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（第 11 条関係） 

【下線部が改正部分】 

現 行 改 正 案 

○福岡市職員の特殊勤務手当に関する条例（平

成５年福岡市条例第10号）

（短時間勤務職員等の手当の額） 

第11条 地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職

を占める職員及び地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第110号）第10条第

１項に規定する育児短時間勤務をしている職

員に支給する第１種勤務差手当の月額は、第

４条から前条までの規定にかかわらず、これ

らに規定する手当の月額に、当該職員に係る

福岡市職員の勤務時間及びその他の勤務条件

に関する条例（昭和26年福岡市条例第55号。

以下「勤務条件条例」という。）第３条の規

定に基づき定められる１週間の正規の勤務時

間を38時間45分で除して得た数を乗じて得た

額とする。 

○福岡市職員の特殊勤務手当に関する条例（平

成５年福岡市条例第10号）

（短時間勤務職員等の手当の額） 

第11条 地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第22条の４第１項に規定する短時間勤務の職

を占める職員及び地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第110号）第10条第

１項に規定する育児短時間勤務をしている職

員に支給する第１種勤務差手当の月額は、第

４条から前条までの規定にかかわらず、これ

らに規定する手当の月額に、当該職員に係る

福岡市職員の勤務時間及びその他の勤務条件

に関する条例（昭和26年福岡市条例第55号。

以下「勤務条件条例」という。）第３条の規

定に基づき定められる１週間の正規の勤務時

間を38時間45分で除して得た数を乗じて得た

額とする。 

福岡市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成５年福岡市条例第10号）
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地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（第12条関係） 

【下線部分が改正部分】 

現     行 改  正  案 

○単純な労務に雇用される職員の給与の種類

及び基準を定める条例（昭和32年福岡市条例

第48号）

（休日勤務手当） 

第８条 休日勤務手当は、休日(休日に勤務す

ることを常態として免除されている職員以

外の職員(地方公務員法(昭和25年法律第261

号)第28条の５第１項に規定する短時間勤務

の職を占める職員(以下「短時間勤務職員」と

いう。)及び地方公務員の育児休業等に関す

る法律(平成３年法律第110号。以下「育児休

業法」という。)第10条第１項に規定する育児

短時間勤務をしている職員(以下「育児短時

間勤務職員」という。)にあつては、規則で定

める職員に限る。)にあつては、国民の祝日に

関する法律(昭和23年法律第178号)に規定す

る休日(以下「祝日法による休日」という。)

である休日が勤務を要しない日に当たると

きは、規則で定める日)又は任命権者の定め

るところにより休日に代えて勤務すること

を免除された日(以下「代休日」という。)に

おいて正規の勤務時間中に勤務することを

特に命ぜられた職員には、正規の勤務時間中

に勤務した全時間に対して支給する。ただ

し、当該職員が代休日に勤務することを免除

されて休日に勤務した場合は、この限りでな

い。 

２ （略） 

（再任用職員についての適用除外） 

第 15 条 地方公務員法第 28 条の４第１項、第

28 条の５第１項又は第 28 条の６第１項若

しくは第２項の規定により採用された職員

については、第４条、第４条の３及び第 11

条の規定は適用しない。 

○単純な労務に雇用される職員の給与の種類

及び基準を定める条例（昭和32年福岡市条例

第48号）

（休日勤務手当） 

第８条 休日勤務手当は、休日(休日に勤務す

ることを常態として免除されている職員以

外の職員（地方公務員法(昭和25年法律第261

号)第22条の４第１項に規定する短時間勤務

の職を占める職員(以下「短時間勤務職員」と

いう。)及び地方公務員の育児休業等に関す

る法律(平成３年法律第110号。以下「育児休

業法」という。)第10条第１項に規定する育児

短時間勤務をしている職員(以下「育児短時

間勤務職員」という。)にあつては、規則で定

める職員に限る。)にあつては、国民の祝日に

関する法律(昭和23年法律第178号)に規定す

る休日(以下「祝日法による休日」という。)

である休日が勤務を要しない日に当たると

きは、規則で定める日)又は任命権者の定め

るところにより休日に代えて勤務すること

を免除された日(以下「代休日」という。)に

おいて正規の勤務時間中に勤務することを

特に命ぜられた職員には、正規の勤務時間中

に勤務した全時間に対して支給する。ただ

し、当該職員が代休日に勤務することを免除

されて休日に勤務した場合は、この限りでな

い。 

２ （略） 

（定年前再任用短時間勤務職員についての適

用除外） 

第15条 地方公務員法第22条の４第１項又は

第22条の５第１項の規定により採用された

職員については、第４条、第４条の３及び第

11条の規定は適用しない。 

単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和32年福岡市条例第48号）
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地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（第13条関係） 

【下線部分が改正部分】 

現     行 改  正  案 

○福岡市職員退職手当支給条例（平成16年福

岡市条例第10号）

（退職手当の支給等） 

第２条 この条例の規定による退職手当は、福

岡市職員のうち、地方公務員法(昭和25年法

律第261号。以下「法」という。)第３条第２

項に規定する一般職に属する職員(次に掲げ

る職員を除く。以下附則第26項及び第34項を

除き、「職員」という。)が退職した場合に、

その者(死亡による退職の場合は、その遺族)

に支給する。 

(1) 単純な労務に雇用される職員の給与の

種類及び基準を定める条例(昭和32年福

岡市条例第48号)の適用を受ける職員

(2) 福岡市水道局企業職員の給与の種類及

び基準を定める条例(昭和28年福岡市条

例第17号)の適用を受ける職員

(3) 福岡市交通局企業職員の給与の種類及

び基準を定める条例(昭和49年福岡市条

例第80号)の適用を受ける職員

(4) 法第28条の４第１項、第28条の５第１

項又は第28条の６第１項若しくは第２項

の規定により採用された職員 

(5) 常時勤務を要しない職務に従事する職

員(前号の規定に該当する者及び法第22

条の２第１項第２号に掲げる職員を除

く。)

２～４ （略） 

第２条の２～第５条の２ （略） 

○福岡市職員退職手当支給条例（平成16年福

岡市条例第10号）

（退職手当の支給等） 

第２条 この条例の規定による退職手当は、福

岡市職員のうち、地方公務員法(昭和25年法

律第261号。以下「法」という。)第３条第２

項に規定する一般職に属する職員(次に掲げ

る職員を除く。以下附則第26項及び第34項を

除き、「職員」という。)が退職した場合に、

その者(死亡による退職の場合は、その遺族)

に支給する。 

(1) 単純な労務に雇用される職員の給与の

種類及び基準を定める条例(昭和32年福

岡市条例第48号)の適用を受ける職員

(2) 福岡市水道局企業職員の給与の種類及

び基準を定める条例(昭和28年福岡市条

例第17号)の適用を受ける職員

(3) 福岡市交通局企業職員の給与の種類及

び基準を定める条例(昭和49年福岡市条

例第80号)の適用を受ける職員

(4) 法第22条の４第１項又は法第22条の５

第１項の規定により採用された職員 

(5) 常時勤務を要しない職務に従事する職

員(前号の規定に該当する者及び法第22

条の２第１項第２号に掲げる職員を除

く。)

２～４ （略） 

第２条の２～第５条の２ （略） 

福岡市職員退職手当支給条例（平成16年福岡市条例第10号）
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現     行 改  正  案 

  （定年前早期退職者に対する退職手当の基

本額に係る特例） 

第６条 第４条第１項第３号及び第４号並び

に第５条第１項(第１号及び第４号を除く。)

に規定する者のうち、勤続期間が20年以上で

あり、かつ、定年から15年を減じた年齢に達

する日の属する年度の初日から定年に達す

る日の属する年度の初日の前日までに退職

した者に対する第４条第１項、第５条第１項

及び前条第１項の規定の適用については、次

の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句に読み替えるものとする。 
第４条第
１項及び
第５条第
１項 

退職日給
料月額 

退職日給料月額及び退
職日給料月額に定年と
退職の日の属する年度
の末日におけるその者
の年齢との差に相当す
る年数１年につき100分
の３(当該年数が１年で
ある職員にあっては、
100分の２)を乗じて得
た額の合計額 

第５条の
２第１項
第１号 

及び特定
減額前給
料月額 

並びに特定減額前給料
月額及び特定減額前給
料月額に定年と退職の
日の属する年度の末日
におけるその者の年齢
との差に相当する年数
１年につき100分の３
(当該年数が１年である
職員にあっては、100分
の２)を乗じて得た額の
合計額 

第５条の
２第１項
第２号 

退職日給
料月額
に、 

退職日給料月額及び退
職日給料月額に定年と
退職の日の属する年度
の末日におけるその者
の年齢との差に相当す
る年数１年につき100分
の３(当該年数が１年で
ある職員にあっては、
100分の２)を乗じて得
た額の合計額に、 

第５条の
２第１項
第２号イ 

前号に掲
げる額 

その者が特定減額前給
料月額に係る減額日の
うち最も遅い日の前日
に現に退職した理由と
同一の理由により退職
したものとし、かつ、
その者の同日までの勤
続期間及び特定減額前
給料月額を基礎とし
て、前３条の規定によ
り計算した場合の退職
手当の基本額に相当す
る額 

（定年前早期退職者に対する退職手当の基

本額に係る特例） 

第６条 第４条第１項第３号及び第４号並び

に第５条第１項(第１号及び第４号を除く。)

に規定する者のうち、勤続期間が20年以上で

あり、かつ、定年から20年を減じた年齢に達

する日の属する年度の初日から定年に達す

る日の属する年度の初日の前日までに退職

した者に対する第４条第１項、第５条第１項

及び前条第１項の規定の適用については、次

の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句に読み替えるものとする。 
第４条第
１項及び
第５条第
１項 

退職日給
料月額 

退職日給料月額及び退
職日給料月額に定年と
退職の日の属する年度
の末日におけるその者
の年齢との差に相当す
る年数１年につき100分
の３(当該年数が１年で
ある職員にあっては、
100分の２)を乗じて得
た額の合計額 

第５条の
２第１項
第１号 

及び特定
減額前給
料月額 

並びに特定減額前給料
月額及び特定減額前給
料月額に定年と退職の
日の属する年度の末日
におけるその者の年齢
との差に相当する年数
１年につき100分の３
(当該年数が１年である
職員にあっては、100分
の２)を乗じて得た額の
合計額 

第５条の
２第１項
第２号 

退職日給
料月額
に、 

退職日給料月額及び退
職日給料月額に定年と
退職の日の属する年度
の末日におけるその者
の年齢との差に相当す
る年数１年につき100分
の３(当該年数が１年で
ある職員にあっては、
100分の２)を乗じて得
た額の合計額に、 

第５条の
２第１項
第２号イ 

前号に掲
げる額 

その者が特定減額前給
料月額に係る減額日の
うち最も遅い日の前日
に現に退職した理由と
同一の理由により退職
したものとし、かつ、
その者の同日までの勤
続期間及び特定減額前
給料月額を基礎とし
て、前３条の規定によ
り計算した場合の退職
手当の基本額に相当す
る額 
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（公務上の傷病又は死亡による退職者に対

する退職手当の基本額に係る特例） 

第７条 第５条第１項第４号に規定する者に

対する同項及び第５条の２第１項の規定の

適用については、次の表の左欄に掲げる規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。 
第５条第
１項 

退職日給
料月額 

退職日給料月額及び退職
日給料月額に100分の10
（定年から15年を減じた
年齢に達する日の属する
年度の初日から、定年か
ら３年を減じた年齢に達
する日の属する年度の初
日の前日までの期間（以
下「特例期間」とい
う。）に退職した職員に
あっては、定年と退職の
日の属する年度の末日に
おけるその者の年齢との
差に相当する年数１年に
つき100分の３）を乗じ
て得た額の合計額 

第５条の
２第１項
第１号 

及び特定
減額前給
料月額 

並びに特定減額前給料月
額及び特定減額前給料月
額に100分の10（特例期
間に退職した職員にあっ
ては、定年と退職の日の
属する年度の末日におけ
るその者の年齢との差に
相当する年数１年につき
100分の３）を乗じて得
た額の合計額 

第５条の
２第１項
第２号 

退職日給
料月額
に、 

退職日給料月額及び退職
日給料月額に100分の10
（特例期間に退職した職
員にあっては、定年と退
職の日の属する年度の末
日におけるその者の年齢
との差に相当する年数１
年につき100分の３）を
乗じて得た額の合計額
に、 

第５条の
２第１項
第２号イ 

前号に掲
げる額 

その者が特定減額前給料
月額に係る減額日のうち
最も遅い日の前日に現に
退職した理由と同一の理
由により退職したものと
し、かつ、その者の同日
までの勤続期間及び特定
減額前給料月額を基礎と
して、前３条の規定によ
り計算した場合の退職手
当の基本額に相当する額 

 

 

（公務上の傷病又は死亡による退職者に対

する退職手当の基本額に係る特例） 

第７条 第５条第１項第４号に規定する者に

対する同項及び第５条の２第１項の規定の

適用については、次の表の左欄に掲げる規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。 
第５条第
１項 

退職日給
料月額 

退職日給料月額及び退職
日給料月額に100分の10
（定年から20年を減じた
年齢に達する日の属する
年度の初日から、定年か
ら８年を減じた年齢に達
する日の属する年度の初
日の前日までの期間（以
下「特例期間」とい
う。）に退職した職員に
あっては、定年と退職の
日の属する年度の末日に
おけるその者の年齢との
差に相当する年数１年に
つき100分の３）を乗じ
て得た額の合計額 

第５条の
２第１項
第１号 

及び特定
減額前給
料月額 

並びに特定減額前給料月
額及び特定減額前給料月
額に100分の10（特例期
間に退職した職員にあっ
ては、定年と退職の日の
属する年度の末日におけ
るその者の年齢との差に
相当する年数１年につき
100分の３）を乗じて得
た額の合計額 

第５条の
２第１項
第２号 

退職日給
料月額
に、 

退職日給料月額及び退職
日給料月額に100分の10
（特例期間に退職した職
員にあっては、定年と退
職の日の属する年度の末
日におけるその者の年齢
との差に相当する年数１
年につき100分の３）を
乗じて得た額の合計額
に、 

第５条の
２第１項
第２号イ 

前号に掲
げる額 

その者が特定減額前給料
月額に係る減額日のうち
最も遅い日の前日に現に
退職した理由と同一の理
由により退職したものと
し、かつ、その者の同日
までの勤続期間及び特定
減額前給料月額を基礎と
して、前３条の規定によ
り計算した場合の退職手
当の基本額に相当する額 
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第８条～第９条の３ （略） 

（退職手当の調整額） 

第９条の４ 退職した者に対する退職手当の

調整額は、その者の基礎在職期間(第５条の

２第２項に規定する基礎在職期間をいう。以

下同じ。)の初日の属する月からその者の基

礎在職期間の末日の属する月までの各月(法

第 27 条及び第 28 条の規定による休職(公務

上の傷病による休職及び通勤(地方公務員災

害補償法第２条第２項及び第３項に規定す

る通勤をいう。)による傷病による休職を除

く。)、法第 29 条の規定による停職、法第 26

条の５第１項に規定する自己啓発等休業(以

下「自己啓発等休業」という。)、法第 26 条

の６第１項に規定する配偶者同行休業(以下

「配偶者同行休業」という。)、育児休業法に

規定する育児休業(以下「育児休業」とい

う。)、育児短時間勤務その他これらに準じる

事由により現実に職務に従事することを要

しない期間(育児短時間勤務をした期間は、

現実に職務に従事することを要しない期間

に該当するものとみなす。以下同じ。)のある

月(当該月のすべてが現実に職務に従事する

ことを要しない期間であった月に限る。以下

「休職月等」という。)のうち、規則で定める

ものを除く。)ごとに当該各月にその者が属

していた次の各号に掲げる職員の区分に応

じて当該各号に定める額(以下「調整月額」と

いう。)のうちその額が最も多いものから順

次その順位を付し、その第１順位から第60順

位までの調整月額(当該各月の月数が60月に

満たない場合には、当該各月の調整月額)を

合計した額とする。 

 

 (1)～(9)  （略） 

２～５ （略） 

第９条の５～第 17 条 （略） 

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等

の退職手当の支給制限)  

第18条 退職をした者に対しまだ当該退職に

係る一般の退職手当等の額が支払われてい

ない場合において、次の各号のいずれかに該

当するときは、当該退職に係る退職手当管理

機関は、当該退職をした者(第１号又は第２

号に該当する場合において、当該退職をした

者が死亡したときは、当該一般の退職手当等

の額の支払を受ける権利を承継した者)に対

し、第16条第１項に規定する事情及び同項各

号に規定する退職をした場合の一般の退職

第８条～第９条の３ （略） 

（退職手当の調整額） 

第９条の４ 退職した者に対する退職手当の

調整額は、その者の基礎在職期間(第５条の

２第２項に規定する基礎在職期間をいう。以

下同じ。)の初日の属する月からその者の基

礎在職期間の末日の属する月までの各月(法

第 27 条及び第 28 条の規定による休職(公務

上の傷病による休職及び通勤(地方公務員災

害補償法第２条第２項及び第３項に規定す

る通勤をいう。)による傷病による休職を除

く。)、法第 29 条の規定による停職、法第 26

条の５第１項に規定する自己啓発等休業(以

下「自己啓発等休業」という。)、法第 26 条

の６第１項に規定する配偶者同行休業(以下

「配偶者同行休業」という。)、育児休業法に

規定する育児休業(以下「育児休業」とい

う。)、育児短時間勤務その他これらに準じる

事由により現実に職務に従事することを要

しない期間(育児短時間勤務をした期間は、

現実に職務に従事することを要しない期間

に該当するものとみなす。以下同じ。)のある

月(当該月のすべてが現実に職務に従事する

ことを要しない期間であった月に限る。以下

第 10 条第５項において「休職月等」という。)

のうち、規則で定めるものを除く。)ごとに当

該各月にその者が属していた次の各号に掲

げる職員の区分に応じて当該各号に定める

額(以下この項及び第５項において「調整月

額」という。)のうちその額が最も多いものか

ら順次その順位を付し、その第１順位から第

60順位までの調整月額(当該各月の月数が60

月に満たない場合には、当該各月の調整月

額)を合計した額とする。 

 (1)～(9)  （略） 

２～５ （略） 

第９条の５～第 17 条 （略） 

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等 

の退職手当の支給制限） 

第18条 退職をした者に対しまだ当該退職に

係る一般の退職手当等の額が支払われてい

ない場合において、次の各号のいずれかに該

当するときは、当該退職に係る退職手当管理

機関は、当該退職をした者(第１号又は第２

号に該当する場合において、当該退職をした

者が死亡したときは、当該一般の退職手当等

の額の支払を受ける権利を承継した者)に対

し、第16条第１項に規定する事情及び同項各

号に規定する退職をした場合の一般の退職
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手当等の額との権衡を勘案して、当該一般の

退職手当等の全部又は一部を支給しないこ

ととする処分を行うことができる。 

(1) （略） 

(2) 当該退職をした者が当該一般の退職手 

当等の額の算定の基礎となる職員として

の引き続いた在職期間中の行為に関し法

第29条第３項の規定による懲戒免職処分

(以下「再任用職員に対する免職処分」と

いう。)を受けたとき。 

(3) 当該退職手当管理機関が、当該退職を

した者(再任用職員に対する免職処分の

対象となる者を除く。)について、当該退

職後に当該一般の退職手当等の額の算定

の基礎となる職員としての引き続いた在

職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき

行為をしたと認めたとき。 

 

２～６ （略） 

（退職をした者の退職手当の返納） 

第19条 退職をした者に対し当該退職に係る

一般の退職手当等の額が支払われた後にお

いて、次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該退職に係る退職手当管理機関は、当

該退職をした者に対し、第16条第１項に規定

する事情のほか、当該退職をした者の生計の

状況を勘案して、当該一般の退職手当等の額

(当該退職をした者が当該一般の退職手当等

の支給を受けていなければ第14条第１項の

規定による退職手当の支給を受けることが

できた者(次条第１項及び第21条において

「失業手当受給可能者」という。)であった

場合にあっては、これらの規定により算出さ

れる金額(次条第１項及び第21条において

「失業者退職手当額」という。)を除く。)の

全部又は一部の返納を命じる処分を行うこ

とができる。 

(1) （略） 

(2) 当該退職をした者が当該一般の退職手

当等の額の算定の基礎となる職員として

の引き続いた在職期間中の行為に関し再

任用職員に対する免職処分を受けたと

き。 

(3) 当該退職手当管理機関が、当該退職を

した者(再任用職員に対する免職処分の

対象となる職員を除く。)について、当該

一般の退職手当等の額の算定の基礎とな

る職員としての引き続いた在職期間中に

懲戒免職等処分を受けるべき行為をした

手当等の額との権衡を勘案して、当該一般の

退職手当等の全部又は一部を支給しないこ

ととする処分を行うことができる。 

(1) （略） 

(2) 当該退職をした者が当該一般の退職手

当等の額の算定の基礎となる職員として

の引き続いた在職期間中の行為に関し法

第29条第３項の規定による懲戒免職処分

(以下「定年前再任用短時間勤務職員に対

する免職処分」という。)を受けたとき。 

(3) 当該退職手当管理機関が、当該退職を

した者(定年前再任用短時間勤務職員に

対する免職処分の対象となる者を除く。)

について、当該退職後に当該一般の退職

手当等の額の算定の基礎となる職員とし

ての引き続いた在職期間中に懲戒免職等

処分を受けるべき行為をしたと認めたと

き。 

２～６ （略） 

（退職をした者の退職手当の返納） 

第19条 退職をした者に対し当該退職に係る

一般の退職手当等の額が支払われた後にお

いて、次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該退職に係る退職手当管理機関は、当

該退職をした者に対し、第16条第１項に規定

する事情のほか、当該退職をした者の生計の

状況を勘案して、当該一般の退職手当等の額

(当該退職をした者が当該一般の退職手当等

の支給を受けていなければ第14条第１項の

規定による退職手当の支給を受けることが

できた者(次条第１項及び第21条において

「失業手当受給可能者」という。)であった場

合には、これらの規定により算出される金額

(次条第１項及び第21条において「失業者退

職手当額」という。)を除く。)の全部又は一

部の返納を命じる処分を行うことができる。 

 

(1) （略） 

(2) 当該退職をした者が当該一般の退職手

当等の額の算定の基礎となる職員として

の引き続いた在職期間中の行為に関し定

年前再任用短時間勤務職員に対する免職

処分を受けたとき。 

(3) 当該退職手当管理機関が、当該退職を

した者(定年前再任用短時間勤務職員に

対する免職処分の対象となる職員を除

く。)について、当該一般の退職手当等の

額の算定の基礎となる職員としての引き

続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受
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と認めたとき。 

２～６ （略） 

（遺族の退職手当の返納） 

第20条 死亡による退職をした者の遺族(退職

をした者(死亡による退職の場合にあっては、

その遺族)が当該退職に係る一般の退職手当

等の額の支払を受ける前に死亡したことによ

り当該一般の退職手当等の額の支払を受ける

権利を承継した者を含む。以下この項におい

て同じ。)に対し当該一般の退職手当等の額が

支払われた後において、前条第１項第３号に

該当するときは、当該退職に係る退職手当管

理機関は、当該遺族に対し、当該退職の日か

ら１年以内に限り、第16条第１項に規定する

事情のほか、当該遺族の生計の状況を勘案し

て、当該一般の退職手当等の額(当該退職をし

た者が失業手当受給可能者であった場合にあ

っては、失業者退職手当額を除く。)の全部又

は一部の返納を命じる処分を行うことができ

る。 

２・３ （略） 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当

相当額の納付） 

第21条 退職をした者(死亡による退職の場合

にあっては、その遺族)に対し当該退職に係

る一般の退職手当等の額が支払われた後に

おいて、当該一般の退職手当等の額の支払を

受けた者(以下この条において「退職手当の

受給者」という。)が当該退職の日から6月以

内に第19条第１項又は前条第１項の規定に

よる処分を受けることなく死亡した場合(次

項から第５項までに規定する場合を除く。)

において、当該退職に係る退職手当管理機関

が、当該退職手当の受給者の相続人(包括受

遺者を含む。以下この条において同じ。)に対

し、当該退職の日から６月以内に、当該退職

をした者が当該一般の退職手当等の額の算

定の基礎となる職員としての引き続いた在

職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき行

為をしたことを疑うに足りる相当な理由が

ある旨の通知をしたときは、当該退職手当管

理機関は、当該通知が当該相続人に到達した

日から６月以内に限り、当該相続人に対し、

当該退職をした者が当該一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引き

続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受け

るべき行為をしたと認められることを理由

として、当該一般の退職手当等の額(当該退

職をした者が失業手当受給可能者であった

けるべき行為をしたと認めたとき。 

２～６ （略） 

（遺族の退職手当の返納） 

第20条 死亡による退職をした者の遺族(退職

をした者(死亡による退職の場合には、その遺

族)が当該退職に係る一般の退職手当等の額

の支払を受ける前に死亡したことにより当該

一般の退職手当等の額の支払を受ける権利を

承継した者を含む。以下この項において同

じ。)に対し当該一般の退職手当等の額が支払

われた後において、前条第１項第３号に該当

するときは、当該退職に係る退職手当管理機

関は、当該遺族に対し、当該退職の日から1年

以内に限り、第16条第１項に規定する事情の

ほか、当該遺族の生計の状況を勘案して、当

該一般の退職手当等の額(当該退職をした者

が失業手当受給可能者であった場合には、失

業者退職手当額を除く。)の全部又は一部の返

納を命じる処分を行うことができる。 

 

２・３ （略） 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当

相当額の納付) 

第21条 退職をした者(死亡による退職の場合

には、その遺族)に対し当該退職に係る一般

の退職手当等の額が支払われた後において、

当該一般の退職手当等の額の支払を受けた

者(以下この条において「退職手当の受給者」

という。)が当該退職の日から6月以内に第19

条第１項又は前条第１項の規定による処分

を受けることなく死亡した場合(次項から第

５項までに規定する場合を除く。)において、

当該退職に係る退職手当管理機関が、当該退

職手当の受給者の相続人(包括受遺者を含

む。以下この項から第６項までにおいて同

じ。)に対し、当該退職の日から６月以内に、

当該退職をした者が当該一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引き

続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受け

るべき行為をしたことを疑うに足りる相当

な理由がある旨の通知をしたときは、当該退

職手当管理機関は、当該通知が当該相続人に

到達した日から６月以内に限り、当該相続人

に対し、当該退職をした者が当該一般の退職

手当等の額の算定の基礎となる職員として

の引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分

を受けるべき行為をしたと認められること

を理由として、当該一般の退職手当等の額

(当該退職をした者が失業手当受給可能者で
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場合にあっては、失業者退職手当額を除く。)

の全部又は一部に相当する額の納付を命じ

る処分を行うことができる。 

２ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６

月以内に第19条第５項又は前条第３項にお

いて準用する福岡市行政手続条例第15条第

１項の規定による通知を受けた場合におい

て、第19条第１項又は前条第１項の規定によ

る処分を受けることなく死亡したとき(次項

から第５項までに規定する場合を除く。)は、

当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退

職手当の受給者の死亡の日から６月以内に

限り、当該退職手当の受給者の相続人に対

し、当該退職をした者が当該退職に係る一般

の退職手当等の額の算定の基礎となる職員

としての引き続いた在職期間中に懲戒免職

等処分を受けるべき行為をしたと認められ

ることを理由として、当該一般の退職手当等

の額(当該退職をした者が失業手当受給可能

者であった場合にあっては、失業者退職手当

額を除く。)の全部又は一部に相当する額の

納付を命じる処分を行うことができる。 

３ 退職手当の受給者(遺族を除く。以下この

項から第５項までにおいて同じ。)が、当該退

職の日から６月以内に基礎在職期間中の行

為に係る刑事事件に関し起訴をされた場合

(第17条第１項第１号に該当する場合を含

む。次項において同じ。)において、当該刑事

事件につき判決が確定することなく、かつ、

第19条第１項の規定による処分を受けるこ

となく死亡したときは、当該退職に係る退職

手当管理機関は、当該退職手当の受給者の死

亡の日から６月以内に限り、当該退職手当の

受給者の相続人に対し、当該退職をした者が

当該退職に係る一般の退職手当等の額の算

定の基礎となる職員としての引き続いた在

職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき行

為をしたと認められることを理由として、当

該一般の退職手当等の額(当該退職をした者

が失業手当受給可能者であった場合にあっ

ては、失業者退職手当額を除く。)の全部又は

一部に相当する額の納付を命じる処分を行

うことができる。 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６

月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事

事件に関し起訴をされた場合において、当該

刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられた

後において第19条第１項の規定による処分

を受けることなく死亡したときは、当該退職

あった場合には、失業者退職手当額を除く。)

の全部又は一部に相当する額の納付を命じ

る処分を行うことができる。 

２ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６

月以内に第19条第５項又は前条第３項にお

いて準用する福岡市行政手続条例第15条第

１項の規定による通知を受けた場合におい

て、第19条第１項又は前条第１項の規定によ

る処分を受けることなく死亡したとき(次項

から第５項までに規定する場合を除く。)は、

当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退

職手当の受給者の死亡の日から６月以内に

限り、当該退職手当の受給者の相続人に対

し、当該退職をした者が当該退職に係る一般

の退職手当等の額の算定の基礎となる職員

としての引き続いた在職期間中に懲戒免職

等処分を受けるべき行為をしたと認められ

ることを理由として、当該一般の退職手当等

の額(当該退職をした者が失業手当受給可能

者であった場合には、失業者退職手当額を除

く。)の全部又は一部に相当する額の納付を

命じる処分を行うことができる。 

３ 退職手当の受給者(遺族を除く。以下この

項から第５項までにおいて同じ。)が、当該退

職の日から６月以内に基礎在職期間中の行

為に係る刑事事件に関し起訴をされた場合

(第17条第１項第１号に該当する場合を含

む。次項において同じ。)において、当該刑事

事件につき判決が確定することなく、かつ、

第19条第１項の規定による処分を受けるこ

となく死亡したときは、当該退職に係る退職

手当管理機関は、当該退職手当の受給者の死

亡の日から６月以内に限り、当該退職手当の

受給者の相続人に対し、当該退職をした者が

当該退職に係る一般の退職手当等の額の算

定の基礎となる職員としての引き続いた在

職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき行

為をしたと認められることを理由として、当

該一般の退職手当等の額(当該退職をした者

が失業手当受給可能者であった場合には、失

業者退職手当額を除く。)の全部又は一部に

相当する額の納付を命じる処分を行うこと

ができる。 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６

月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事

事件に関し起訴をされた場合において、当該

刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられた

後において第19条第１項の規定による処分

を受けることなく死亡したときは、当該退職

福岡市職員退職手当支給条例（平成16年福岡市条例第10号）

38



現     行 改  正  案 

に係る退職手当管理機関は、当該退職手当の

受給者の死亡の日から６月以内に限り、当該

退職手当の受給者の相続人に対し、当該退職

をした者が当該刑事事件に関し禁錮以上の

刑に処せられたことを理由として、当該一般

の退職手当等の額(当該退職をした者が失業

手当受給可能者であった場合にあっては、失

業者退職手当額を除く。)の全部又は一部に

相当する額の納付を命じる処分を行うこと

ができる。 

５ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６

月以内に当該退職に係る一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引き

続いた在職期間中の行為に関し再任用職員

に対する免職処分を受けた場合において、第

19条第１項の規定による処分を受けること

なく死亡したときは、当該退職に係る退職手

当管理機関は、当該退職手当の受給者の死亡

の日から６月以内に限り、当該退職手当の受

給者の相続人に対し、当該退職をした者が当

該行為に関し再任用職員に対する免職処分

を受けたことを理由として、当該一般の退職

手当等の額(当該退職をした者が失業手当受

給可能者であった場合にあっては、失業者退

職手当額を除く。)の全部又は一部に相当す

る額の納付を命じる処分を行うことができ

る。 

６～８ （略） 

第22条～第25条 （略） 

附 則 

１～３ （略） 

（退職手当の基本額に関する特例） 

４ 当分の間、35年以下(第３条第１項の規定

に該当する退職をした者にあっては、42年以

下)の期間勤続して退職した者に対する退職

手当の基本額は、第３条から第７条までの規

定により計算した額にそれぞれ100分の83.7

を乗じて得た額とする。この場合において、

第９条の５中「前条」とあるのは、「前条並び

に附則第４項」とする。 

 

５ 当分の間、35年を超える期間勤続して退職

した者で第５条の規定に該当する退職をし

たものに対する退職手当の基本額は、その者

の勤続期間を35年として、前項の規定の例に

より計算して得られる額とする。 

 

６～35 （略） 

（臨時的任用職員に係る特例） 

に係る退職手当管理機関は、当該退職手当の

受給者の死亡の日から６月以内に限り、当該

退職手当の受給者の相続人に対し、当該退職

をした者が当該刑事事件に関し禁錮以上の

刑に処せられたことを理由として、当該一般

の退職手当等の額(当該退職をした者が失業

手当受給可能者であった場合には、失業者退

職手当額を除く。)の全部又は一部に相当す

る額の納付を命じる処分を行うことができ

る。 

５ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６

月以内に当該退職に係る一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引き

続いた在職期間中の行為に関し定年前再任

用短時間勤務職員に対する免職処分を受け

た場合において、第19条第１項の規定による

処分を受けることなく死亡したときは、当該

退職に係る退職手当管理機関は、当該退職手

当の受給者の死亡の日から６月以内に限り、

当該退職手当の受給者の相続人に対し、当該

退職をした者が当該行為に関し定年前再任

用短時間勤務職員に対する免職処分を受け

たことを理由として、当該一般の退職手当等

の額(当該退職をした者が失業手当受給可能

者であった場合には、失業者退職手当額を除

く。)の全部又は一部に相当する額の納付を

命じる処分を行うことができる。 

６～８ （略） 

第22条～第25条 （略） 

附 則 

１～３ （略） 

（退職手当の基本額に関する特例） 

４ 当分の間、35年以下(第３条第１項の規定

に該当する退職をした者にあっては、42年以

下)の期間勤続して退職した者に対する退職

手当の基本額は、第３条から第７条まで及び

附則第37項から附則第45項までの規定によ

り計算した額にそれぞれ100分の83.7を乗じ

て得た額とする。この場合において、第９条

の５中「前条」とあるのは、「前条並びに附則

第４項」とする。 

５ 当分の間、35年を超える期間勤続して退職

した者で第５条又は附則第38項の規定に該

当する退職をしたものに対する退職手当の

基本額は、その者の勤続期間を35年として、

前項の規定の例により計算して得られる額

とする。 

６～35 （略） 

（臨時的任用職員に係る特例） 
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36 第10条第１項の規定にかかわらず、同項に

規定する職員としての引き続いた在職期間

には、平成32年３月31日以前の臨時的任用職

員としての在職期間を含まないものとする。

ただし、同条第６項の規定により職員として

の引き続いた在職期間に含むものとされた

職員以外の地方公務員等としての引き続い

た在職期間(第２条第１項第１号から第３号

までの規定に該当する者としての在職期間

を除く。)及び第11条第２項の規定により職

員としての引き続いた在職期間に含むもの

とされた公庫等職員としての引き続いた在

職期間に、同日以前の臨時的任用職員として

の在職期間が含まれる場合については、この

限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 第10条第１項の規定にかかわらず、同項に

規定する職員としての引き続いた在職期間

には、令和２年３月31日以前の臨時的任用職

員としての在職期間を含まないものとする。

ただし、同条第６項の規定により職員として

の引き続いた在職期間に含むものとされた

職員以外の地方公務員等としての引き続い

た在職期間(第２条第１項第１号から第３号

までの規定に該当する者としての在職期間

を除く。)及び第11条第２項の規定により職

員としての引き続いた在職期間に含むもの

とされた公庫等職員としての引き続いた在

職期間に、同日以前の臨時的任用職員として

の在職期間が含まれる場合については、この

限りでない。 

（令和５年４月１日以後に退職する者に関

する経過措置） 

37 当分の間、第４条第１項の規定は、11年以

上25年未満の期間勤続した者であって、60歳

に達した日の属する年度の３月31日以後そ

の者の非違によることなく退職した者（定年

の定めのない職を退職した者及び同項の規

定に該当する者を除く。）に対する退職手当

の基本額について準用する。この場合におけ

る第３条の規定の適用については、同条第１

項中「又は第５条」とあるのは、「、第５条又

は附則第37項」とする。 

38 当分の間、第５条第１項の規定は、25年以

上の期間勤続した者であって、60歳に達した

日の属する年度の３月31日以後その者の非

違によることなく退職した者（定年の定めの

ない職を退職した者及び同項の規定に該当

する者を除く。）に対する退職手当の基本額

について準用する。この場合における第３条

の規定の適用については、同条第１項中「又

は第５条」とあるのは、「、第５条又は附則第

38項」とする。 

39 前２項の規定は、地方公務員法等の一部改

正に伴う関係条例の整備に関する条例（令和

４年福岡市条例第 号）第４条の規定による

改正前の福岡市職員の定年等に関する条例

第３条第１項ただし書に規定する職員及び

福岡市職員の定年等に関する条例第３条第

２項に規定する職員が退職した場合に支給

する退職手当の基本額については適用しな

い。 

40 福岡市職員の給与に関する条例附則第10

項の規定による職員の給料月額の改定は、第

５条の２第１項に規定する給料月額の減額

福岡市職員退職手当支給条例（平成16年福岡市条例第10号）
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改定に該当しないものとする。 

41 当分の間、第４条第１項第４号及び第５条

第１項第７号に掲げる者に対する第６条の

規定の適用については、同条中「定年」とあ

るのは「定年（地方公務員法等の一部改正に

伴う関係条例の整備に関する条例（令和４年

福岡市条例第 号）第４条の規定による改正

前の福岡市職員の定年等に関する条例第３

条第１項ただし書に規定する職員以外の者

にあっては60歳と、同項ただし書に規定する

職員にあっては65歳とする。）」と、「20年」と

あるのは「15年」と、「100分の３（当該年数

が１年である職員にあっては、100分の２）」

とあるのは「100分の３」とする。 

42  当分の間、第４条第１項第３号並びに第５

条第１項第２号、第３号、第５号及び第６号

に掲げる者に対する第６条の規定の適用に

ついては、「定年から20年」とあるのは、「定

年（地方公務員法等の一部改正に伴う関係条

例の整備に関する条例（令和４年福岡市条例

第 号）第４条の規定による改正前の福岡市

職員の定年等に関する条例第３条第１項た

だし書に規定する職員以外の者にあっては

60歳と、同項ただし書に規定する職員にあっ

ては65歳とする。）から15年」とする。 

43 当分の間、第４条第１項第３号並びに第５

条第１項第２号、第３号、第５号及び第６号

に掲げる者が、定年（地方公務員法等の一部

改正に伴う関係条例の整備に関する条例第

４条の規定による改正前の福岡市職員の定

年等に関する条例第３条第１項ただし書に

規定する職員以外の者にあっては60歳と、同

項ただし書に規定する職員にあっては65歳

とする。）に達する日の属する年度の初日の

前日までに退職したときにおける第６条の

規定の適用については、同条中「100分の３

（当該年数が１年である職員にあっては、

100分の２）」とあるのは、「定年（地方公務員

法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関

する条例第４条の規定による改正前の福岡

市職員の定年等に関する条例第３条第１項

ただし書に規定する職員以外の者にあって

は60歳と、同項ただし書に規定する職員にあ

っては65歳とする。）と退職の日におけるそ

の者の年齢との差に相当する年数に100分の

３を乗じて得た割合を退職の日において定

められているその者に係る定年と退職の日

におけるその者の年齢との差に相当する年

数で除して得た割合」とする。 
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現     行 改  正  案 

44 当分の間、第４条第１項第３号並びに第５

条第１項第２号、第３号、第５号及び第６号

に掲げる者が、定年（地方公務員法等の一部

改正に伴う関係条例の整備に関する条例第

４条の規定による改正前の福岡市職員の定

年等に関する条例第３条第１項ただし書に

規定する職員以外の者にあっては60歳と、同

項ただし書に規定する職員にあっては65歳

とする。）に達する日の属する年度の初日以

後に退職したときにおける第６条の規定の

適用については、同条中「100分の３（当該年

数が１年である職員にあっては、100分の

２）」とあるのは、「100分の２を退職の日にお

いて定められているその者に係る定年と退

職の日におけるその者の年齢との差に相当

する年数で除して得た割合」とする。 

45 当分の間、第５条第１項第４号に掲げる者

に対する第７条の規定の適用については、同

条中「定年」とあるのは「定年（地方公務員

法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関

する条例（令和４年福岡市条例第 号）第４

条の規定による改正前の福岡市職員の定年

等に関する条例第３条第１項ただし書に規

定する職員以外の者にあっては60歳と、同項

ただし書に規定する職員にあっては65歳と

する。）」と、「20年」とあるのは「15年」と、

「８年」とあるのは「３年」とする。 

 

福岡市職員退職手当支給条例（平成16年福岡市条例第10号）

42



地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（附則） 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第 12 条の規定は、

公布の日から施行する。 

（定義） 

第２条 この附則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(1) 令和３年改正法 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第 63 号）

をいう。 

(2) 新地方公務員法 令和３年改正法による改正後の地方公務員法（昭和 25 年法律

第 261 号）をいう。 

(3) 短時間勤務の職 新地方公務員法第 22条の４第１項に規定する短時間勤務の職

をいう。 

(4) 旧条例 第４条の規定による改正前の福岡市職員の定年等に関する条例をいう。 

(5) 新条例 第４条の規定による改正後の福岡市職員の定年等に関する条例をいう。 

(6) 旧条例定年 旧条例第３条に規定する定年をいう。

(7) 新条例定年 新条例第３条に規定する定年をいう。

(8) 旧条例年齢相当年齢 短時間勤務の職を占める職員が常時勤務を要する職でそ

の職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における旧

条例定年（施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職及び施行日以後に組織

の変更等により名称が変更された短時間勤務の職にあっては、当該職が施行日の

前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占める職員が、常時勤務

を要する職でその職務が当該職と同種の職を占めているものとしたときにおける

旧条例定年に準じた当該職に係る年齢）をいう。 

(9) 新条例定年相当年齢 短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職で

その職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における

新条例定年をいう。 

(10) 暫定再任用職員 附則第４条第１項若しくは第２項、附則第５条第１項若しく

は第２項、附則第６条第１項若しくは第２項又は附則第７条第１項若しくは第２

項の規定により採用された職員をいう。 

(11) 暫定再任用短時間勤務職員 附則第６条第１項若しくは第２項又は附則第７

条第１項若しくは第２項の規定により採用された職員をいう。 

(12) 定年前再任用短時間勤務職員 新条例第 15 条又は第 16 条第１項の規定により

採用された職員をいう 

(13) 特定年齢到達年度の末日 年齢 65 年に達する日以後における最初の３月 31 日

をいう。 

(14) 施行日 この条例の施行の日をいう。
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（勤務延長に関する経過措置） 

第３条 任命権者は、施行日前に旧条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務す

ることとされ、かつ、旧条例勤務延長期限（同条第１項の期限又は同条第２項の規定

により延長された期限をいう。以下この項において同じ。）が施行日以後に到来する

職員（以下この項において「旧条例勤務延長職員」という。）について、旧条例勤務

延長期限又はこの項の規定により延長された期限が到来する場合において、新条例

第４条第１項各号に掲げる事由があると認めるときは、これらの期限の翌日から起

算して１年を超えない範囲内で期限を延長することができる。ただし、当該期限は、

当該旧条例勤務延長職員に係る旧条例第２条に規定する定年退職日の翌日から起算

して３年を超えることができない。 

２ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和 11 年

４月１日及び令和 13 年４月１日をいう。以下この項において同じ。）から基準日の

翌年の３月 31 日までの間、基準日における新条例定年が基準日の前日における新条

例定年（基準日が施行日である場合には、施行日の前日における旧条例定年）を超え

る職（基準日における新条例定年が新条例第３条第１項に規定する定年である職に

限る。）及びこれに相当する基準日以後に設置された職その他の人事委員会規則で定

める職に、基準日から基準日の翌年の３月 31 日までの間に新条例第４条第１項若し

くは第２項の規定、令和３年改正法附則第３条第５項又は前項の規定により勤務し

ている職員のうち、基準日の前日において同日における当該職に係る新条例定年（基

準日が施行日である場合には、施行日の前日における旧条例定年）に達している職

員（当該人事委員会規則で定める職にあっては、人事委員会規則で定める職員）を、

昇任し、降任し、又は転任することができない。 

３ 新条例第４条第３項から第５項までの規定は、第１項の規定による勤務について

準用する。 

（定年退職者等の再任用に関する経過措置） 

第４条 任命権者は、次に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある

ものであって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る旧条例定年（施

行日以後に新たに設置された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更さ

れた職にあっては、当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場合におけ

る旧条例定年に準じた当該職に係る年齢。次条第１項において同じ。）に達している

ものを、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、

１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することがで

きる。 

(1) 施行日前に旧条例第２条の規定により退職した者 

(2) 旧条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則第３条第５項又は前

条第１項の規定により勤務した後退職した者 

(3) 25 年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除く。）であって、

当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にあるもの 

(4) 前３号に掲げる者のほか、任命権者が第１号に掲げる者に準じる職と特に認め、
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かつ、人事委員会の承認を得た者であって、当該退職の翌日から起算して５年を経

過する日までの間にあるもの 

(5) 前２号のいずれかに該当する者として暫定再任用（この項若しくは次項、次条

第１項若しくは第２項、附則第６条第１項若しくは第２項又は附則第７条第１項

若しくは第２項の規定により採用することをいう。次項第７号において同じ。）を

されたことがある者（前２号に掲げる者を除く。） 

(6) 旧地方公務員法再任用（令和３年改正法による改正前の地方公務員法第 28 条の

４第１項、第 28 条の５第１項又は第 28 条の６第１項若しくは第２項の規定によ

り採用することをいう。）をされたことがある者（前各号に掲げる者を除く。） 

２ 令和 14 年３月 31 日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特定年齢到達

年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要す

る職に係る新条例定年に達しているものを、従前の勤務実績その他の人事委員会規

則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常

時勤務を要する職に採用することができる。 

(1) 施行日以後に新条例第２条の規定により退職した者 

(2) 施行日以後に新条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後退職した

者 

(3) 施行日以後に新条例第 15 条の規定により採用された者のうち、新地方公務員法

第 22 条の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職したもの 

(4) 施行日以後に新条例第 16 条第１項の規定により採用された者のうち、新地方公

務員法第 22 条の５第３項において準用する新地方公務員法第 22 条の４第３項に

規定する任期が満了したことにより退職したもの 

(5) 25 年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）であっ

て、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にあるもの 

(6) 前各号に掲げる者のほか、任命権者が第１号に掲げる者に準じる者と特に認め、

かつ、人事委員会の承認を得た者であって当該退職の翌日から起算して５年を経

過する日までの間にあるもの 

(7) 前２号のいずれかに該当する者として暫定再任用をされたことがある者（前２

号に掲げる者を除く。） 

３ 前２項の規定により採用する者の任期の初日は、当該者が当該者を採用しようと

する常時勤務を要する職に係る旧条例定年に達する日の属する年度の翌年度の４月

１日以降でなければならない。 

４ 第１項及び第２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超え

ない範囲内で更新することができる。ただし、当該任期の末日は、第１項及び第２項

の規定により採用する者又はこの項の規定により任期を更新する者の特定年齢到達

年度の末日以前でなければならない。 

５ 暫定再任用職員の前項の規定による任期の更新は、当該暫定再任用職員の当該更

新直前の任期における勤務実績が良好である場合に行うことができる。 

６ 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該暫定再

任用職員の同意を得なければならない。 
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第５条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、新条例第 16 条第１項に規定する

組合（次項並びに附則第７条第１項及び第２項において「組合」という。）における

前条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にあるもので

あって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る旧条例定年に達して

いるものを、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考に

より、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用するこ

とができる。 

２ 令和 14 年３月 31 日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほか、組合

における同項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にあるもの

であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る新条例定年に達し

ている者を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考に

より、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用するこ

とができる。 

３ 前２項の場合においては、前条第３項から第６項までの規定を準用する。 

第６条 任命権者は、新地方公務員法第 22 条の４第４項の規定にかかわらず、附則第

４条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であ

って、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る旧条例定年相当年齢に達し

ているものを、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考

により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用すること

ができる。 

２ 令和 14 年３月 31 日までの間、任命権者は、新地方公務員法第 22 条の４第４項の

規定にかかわらず、附則第４条第２項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の

末日までの間にあるものであって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係

る新条例定年相当年齢に達しているもの（新条例第 15 条の規定により当該短時間勤

務の職に採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他の人事委員会

規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該

短時間勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第４条第３項から第６項までの規定を準用する。 

第７条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、新地方公務員法第 22 条の５第３

項において準用する新地方公務員法第 22 条の４第４項の規定にかかわらず、組合に

おける附則第４条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間

にあるものであって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る旧条例定年

相当年齢に達しているものを、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情

報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職

に採用することができる。 

２ 令和 14 年３月 31 日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほか、新地

方公務員法第 22 条の５第３項において準用する新地方公務員法第 22 条の４第４項

の規定にかかわらず、組合における附則第４条第２項各号に掲げる者のうち、特定

年齢到達年度の末日までの間にあるものであって、当該者を採用しようとする短時

間勤務の職に係る新条例定年相当年齢に達しているもの（新条例第 16 条第１項の規
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定により当該短時間勤務の職に採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実

績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲

内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第４条第３項から第６項までの規定を準用する。 

（令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職及び年齢） 

第８条 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

(1) 施行日以後に新たに設置された職 

(2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

２ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項各号に掲げる職が

施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧条例定年に準じた当該職

に係る年齢とする。 

（令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員

法第 22 条の４第４項の条例で定める職及び年齢） 

第９条 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における

令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法

第 22 条の４第４項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

(1) 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

(2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職 

２ 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和

３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する法第 22条の４第４項

の条例で定める年齢は、前項各号に掲げる職が施行日の前日に設置されていたもの

とした場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が前

項各号に掲げる職と同種の職を占めているものとしたときにおける旧条例定年に準

じた前項各号に掲げる職に係る年齢とする。 

（令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職並びに条例で定める者及び職

員） 

第 10条 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる職のうち、

当該職が基準日（附則第４条から第７条までの規定が適用される間における各年の

４月１日（施行日を除く。）をいう。以下この条において同じ。）の前日に設置されて

いたものとした場合において、基準日における新条例定年が基準日の前日における

新条例定年を超える職とする。 

(1) 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。） 

(2) 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職を含む。） 

２ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定する職が基準

日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新

条例定年に達している者とする。 

３ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、第１項に規定する職が

基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係

る新条例定年に達している職員とする。 

（定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置） 

地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（附則）
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第 11 条 任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和 11 年４

月１日及び令和 13 年４月１日をいう。以下この条において同じ。）から基準日の翌

年の３月 31 日までの間、基準日における新条例定年相当年齢が基準日の前日におけ

る新条例定年相当年齢を超える短時間勤務の職（基準日における新条例定年相当年

齢が新条例第３条第１項に規定する定年である短時間勤務の職に限る。）及びこれに

相当する基準日以後に設置された短時間勤務の職その他の人事委員会規則で定める

短時間勤務の職（以下この条において「新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務

職」という。）に、基準日の前日までに新条例第 15 条に規定する年齢 60 年以上退職

者（基準日前から新条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後基準日以

後に退職をした者を含む。）のうち基準日の前日において同日における当該新条例原

則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定年相当年齢に達している者（当

該人事委員会規則で定める短時間勤務の職にあっては、人事委員会規則で定める者）

を、新条例第 15 条又は第 16 条第１項の規定により採用することができず、新条例

原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に、定年前再任用短時間勤務職員のうち基準

日の前日において同日における当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に

係る新条例定年相当年齢に達している定年前再任用短時間勤務職員（当該人事委員

会規則で定める短時間勤務の職にあっては、人事委員会規則で定める定年前再任用

短時間勤務職員）を、昇任し、降任し、又は転任することができない。 

（令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢） 

第 12 条 令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢は、年齢 60

年とする。 

（改正後の福岡市職員の給与に関する条例における暫定再任用職員に関する経過措

置） 

第 13 条 暫定再任用職員（暫定再任用短時間勤務職員を除く。）の給料月額は、当該

暫定再任用職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される

第 10 条の規定による改正後の福岡市職員の給与に関する条例（以下この条において

「新給与条例」という。）第４条第２項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務

職員の項に掲げる基準給料月額のうち、当該暫定再任用職員の属する職務の級に応

じた額とする。 

２ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額については、当該暫定再任用短時間勤務職

員を定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与条例第６条の２第１項の規定

を適用する。 

３ 新給与条例第６条第２項から第 10 項まで、第８条の２から第 10 条まで及び第 10

条の３の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

（改正後の単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定める条例におけ

る暫定再任用職員に関する経過措置） 

第 14 条 第 12 条の規定による改正後の単純な労務に雇用される職員の給与の種類及

び基準を定める条例第４条、第４条の３及び第 11 条の規定は、暫定再任用職員には

適用しない。 

（改正後の福岡市職員退職手当支給条例における暫定再任用職員に関する経過措置） 

地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（附則）
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第 15 条 暫定再任用職員は、第 13 条の規定による改正後の福岡市職員退職手当支給

条例第２条第１項第４号に規定する職員とみなして、同項の規定を適用する。 

 

地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（附則）
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２．議案第 95 号 福岡市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例案 

 

 

 

 

福岡市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例案 

 

 

第１ 改正の理由 

 

行政事務の簡素化及び効率化を図るため、職員の服務の宣誓に係る規定について情報通信

技術を利用する方法によることが可能となるよう改める等の必要があるもの。 

 

 

第２ 改正の内容 

 

(1) 服務の宣誓方法の改正（第３条） 

服務の宣誓において、対面及び宣誓書への署名を必ずしも要しないこととする。 

   

(2) 宣誓書の様式（様式第１から第３まで） 

    宣誓書への押印を不要とする。 

 

(3)  その他の事項（第１条から第５条まで及び様式第１から第３まで） 

    その他規定の整備を行う。 

 

 

第３ 施行期日 

  

  公布の日 
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福岡市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例案 新旧対照表 

 【下線部分が改正部分】  

現   行 改 正 案 

（この条例の目的） （この条例の目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25

年法律第261号）第31条の規定に基き、福岡

市職員（以下「職員」という。）の服務の

宣誓に関し、規定することを目的とする。 

 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25

年法律第261号）第31条の規定に基づき、福

岡市職員（以下「職員」という。）の服務

の宣誓に関し、規定することを目的とする。 

 

（適用範囲） （適用範囲） 

第２条 この条例において職員とは、地方公

務員法第３条第２項に規定する一般職に属

するすべての職員、人事委員会委員、水道

事業管理者及び交通事業管理者をいう。 

 

第２条 この条例において職員とは、地方公

務員法第３条第２項に規定する一般職に属

する全ての職員、人事委員会委員、水道事

業管理者及び交通事業管理者をいう。 

 

（職員の服務の宣誓） （職員の服務の宣誓） 

第３条 新たに職員となつた者は、任命権者

又は任命権者の定める上級の公務員の面前

において、別記様式（水道局職員、水道事

業管理者、交通局職員、交通事業管理者及

び消防吏員以外の職員は様式第１、水道局

職員、水道事業管理者、交通局職員及び交

通事業管理者は様式第２、消防吏員は様式

第３）による宣誓書に署名してからでなけ

れば、その職務を行つてはならない。 

２ 略 

 

第３条 新たに職員となった者は、別記様式

（水道局職員、水道事業管理者、交通局職

員、交通事業管理者及び消防吏員以外の職

員は様式第１、水道局職員、水道事業管理

者、交通局職員及び交通事業管理者は様式

第２、消防吏員は様式第３）による宣誓書

を任命権者に提出してからでなければ、そ

の職務を行ってはならない。 

 

２ 略 

第４条 新たに職員となつた者に対する給与

の支払行為は、前条第１項に定める宣誓が

行われたあとでなければしてはならない。 

 

第４条 新たに職員となった者に対する給与

の支払行為は、前条第１項に定める宣誓が

行われた後でなければしてはならない。 

（権限の委任） （権限の委任） 

第５条 この条例に定めるものを除く外、職

員の服務の宣誓に関し必要な事項は、任命

権者が定めることができる。 

第５条 この条例に定めるものを除くほか、

職員の服務の宣誓に関し必要な事項は、任

命権者が定めることができる。 

様式第１～第３まで 

※別紙 

様式第１～第３まで 

※別紙 
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【下線部分が改正部分】  

現   行 改 正 案 

様式第 1 様式第 1 

 

 

 

 

 

 

 

様式第2 様式第2 

 

 

 

 

 

 

宣      誓      書 

 

  私は、ここに、国民の意思によつて

制定された日本国憲法及び法律を擁

護し、命令、条例及び規則を尊重する

ことを固く誓います。 

  私は、市民全体の奉仕者として公務

を民主的且つ能率的に運営すべき責

務を深く自覚し、誠実且つ公正に職務

を執行することを固く誓います。 

氏        名印 

年  月  日 

 殿 

 

 

宣      誓      書 

 

 私は、ここに、国民の意思によって

制定された日本国憲法及び法律を擁

護し、命令、条例及び規則を尊重する

ことを固く誓います。 

 私は、市民全体の奉仕者として公務

を民主的かつ能率的に運営すべき責

務を深く自覚し、誠実かつ公正に職務

を執行することを固く誓います。 

氏        名  

年  月  日 

      殿 

 

 

宣      誓      書 

 

  私は、ここに国民の意思によつて制

定された日本国憲法及び法律を擁護

し、命令、条例、規則及び規程を尊重

することを固く誓います。 

  私は、地方自治の本旨を体するとと

もに、地方公営企業を正常且つ民主的

能率的に運営すべき責務を深く自覚

し、公共の福祉を増進することを念と

し、全体の奉仕者として誠実且つ公正

に職務を執行することを固く誓いま

す。 

年  月  日 

氏        名印 

    殿 

 

 

宣      誓      書 

 

私は、ここに国民の意思によって

制定された日本国憲法及び法律を擁

護し、命令、条例、規則及び規程を

尊重することを固く誓います。 

 私は、地方自治の本旨を体すると

ともに、地方公営企業を正常かつ民

主的能率的に運営すべき責務を深く

自覚し、公共の福祉を増進すること

を念とし、全体の奉仕者として誠実

かつ公正に職務を執行することを固

く誓います。 

年  月  日 

氏        名  

  殿 
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現   行 改 正 案 

様式第3 様式第3 

 

 

 

 

 

 

 

 

宣      誓      書 

 

私は、日本国憲法及び法律を尊重

し、命令、条例、規則及び規程を忠

実に擁護し、消防の目的及び任務を

深く自覚し、その規約が消防職務に

優先して従うことを要求する団体又

は組織に加入せず全体の奉仕者とし

て誠実且つ公正に消防職務の遂行に

当ることを固く誓います。 

氏        名印 

年  月  日 

         殿 

 

 

宣      誓      書 

 

私は、日本国憲法及び法律を尊重

し、命令、条例、規則及び規程を忠

実に擁護し、消防の目的及び任務を

深く自覚し、その規約が消防職務に

優先して従うことを要求する団体又

は組織に加入せず全体の奉仕者とし

て誠実かつ公正に消防職務の遂行に

当たることを固く誓います。 

氏        名  

年  月  日 

     殿 
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